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は

じ

め

に

一
九
九
二
年
の
リ
オ
会
議
を
契
機
と
し
て
、
国
際
環
境
法
に
固
有
の
「
法
原
則
」
が
生
成（
１
）

し
、
地
球
環
境
保
護
に
関
す
る
多
数
国
間

条
約
の
定
立
及
び
実
施
に
お
い
て
、
法
的
指
針
を
与
え
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い（
２
）

る
。
も
っ
と
も
、
こ
の
「
法
原
則
」
は
一
般
国
際
法

原
則
又
は
法
の
一
般
原
則
の
い
ず
れ
と
も
異
な
り
、
原
則
そ
れ
自
体
に
法
的
拘
束
力
は
認
め
ら
れ
て
い
な（
３
）

い
。

本
稿
で
は
こ
の
新
た
な
「
法
原
則
」
の
規
範
的
意
義
を
理
論
的
、
一
般
的
に
検
討
す
る
こ
と
は
せ
ず
、
当
面
、
以
下
の
検
討
に
必
要

な
範
囲
で
次
の
よ
う
に
捉
え
る
も
の
と
す
る
。
第
一
に
、
こ
の
よ
う
な
法
原
則
は
個
々
の
条
約
内
で
生
成
し
、
未
だ
確
定
的
な
枠
組
み

が
な
い
〈
公
正
な
配
分
ル
ー
ル
〉
に
関
す
る
議
論
に
お
い
て
、
様
々
な
価
値
／
利
益
の
対
立
を
調
停
す
る
倫
理
的
原
則
の
競
合
の
中
か

ら
、
一
定
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
を
経
て
、
共
通
に
了
解
さ
れ
た
「
法
」
と
し
て
合
意
さ
れ
た
原
則
で
あ
る
。
か
か
る
原
則
は
、
第
三
者

機
関
に
よ
る
紛
争
解
決
の
準
則
と
し
て
又
は
そ
の
他
の
方
法
で
執
行
可
能
な
法
で
は
な（
４
）

く
、
当
該
条
約
の
法
定
立
、
遵
守
又
は
実
施
に

お
い
て
、
関
係
当
事
者
に
参
照
さ
れ
る
べ
き
原
則
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
こ
れ
ら
は
様
々
な
規
範
的
原
則
に
依
拠
し
つ
つ
、
条
約
の
条

「
共
通
で
あ
る
が
差
異
あ
る
責
任
（
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
）」
原
則

―
―
履
行
援
助
に
お
け
る
責
任
の
差
異
化
の
検
討
を
中
心
と
し
て
―
―

遠

井

朗

子

（阪大法学）５５（１―１１９）１１９〔２００５．６〕



文
に
実
定
法
化
さ
れ
、
当
該
条
約
の
対
内
的
関
係
に
お
い
て
個
々
の
合
意
の
正
当
化
作
用
を
有
す
る
点
で
「
法
」
原
則
で
は
あ
る
が
、

そ
の
法
的
効
果
は
一
応
、
ミ
ク
ロ
な
条
約
関
係
に
限
定
さ
れ
、
か
つ
、
文
脈
依
存
的
で
あ
る
。
第
二
に
、
こ
れ
ら
の
原
則
は
一
般
的
な

法
宣
言
文
書
に
含
め
ら
れ
、
条
約
横
断
的
な
原
則
と
し
て
も
、
認
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
は
国
際
環
境
法
に
お
け
る
法
的
デ
ィ
ス
コ

ー
ス
を
媒
介
・
促
進
す
る
共
通
の
了
解
事
項
と
さ
れ
、
し
た
が
っ
て
、
国
際
環
境
法
の
「
法
」
原
則
で
あ
る
と
捉
え
ら
れ
て
い（
５
）

る
。
こ

こ
で
、
条
約
横
断
的
な
「
法
原
則
」
と
個
々
の
条
約
に
お
け
る
「
法
原
則
」
と
の
関
係
は
一
般
的
な
原
則
概
念
と
、
そ
の
具
体
的
文
脈

に
お
け
る
解
釈
と
捉
え
ら
れ
、
後
者
の
解
釈
は
「
原
則
」
を
成
立
さ
せ
て
い
る
条
約
外
部
の
マ
ク
ロ
な
デ
ィ
ス
コ
ー
ス
と
関
連
づ
け
ら

れ
る
こ
と
に
よ
り
、
一
定
の
重
み
を
獲
得
し
、
個
々
の
条
約
に
お
け
る
そ
の
正
当
化
作
用
は
一
層
、
促
進
さ
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
さ

ら
に
、
こ
れ
ら
が
「
法
」
原
則
で
あ
る
限
り
、
そ
の
法
規
範
性
は
国
際
法
シ
ス
テ
ム
に
由
来
す
る
。
こ
の
こ
と
は
、
単
に
合
意
の
成
立

要
件
と
条
約
法
と
の
適
合
性
の
よ
う
な
形
式
的
側
面
に
お
け
る
体
系
性
を
指
す
の
で
は
な
い
。
か
か
る
法
原
則
が
法
的
正
当
化
の
論
拠

と
し
て
作
用
す
る
に
は
、
少
な
く
と
も
、
そ
の
内
容
が
国
際
法
で
受
け
入
れ
ら
れ
て
き
た
法
的
概
念
、
原
則
又
は
実
行
と
整
合
的
で
、

一
貫
性
の
あ
る
こ
と
が
必
要
と
な（
６
）

る
。
こ
の
よ
う
に
、
条
約
特
有
の
状
況
で
生
成
し
た
法
原
則
の
正
当
化
作
用
は
具
体
的
文
脈
の
み
な

ら
ず
、
条
約
の
外
の
広
範
な
文
脈
に
も
由
来
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
か
か
る
正
当
化
作
用
を
期
待
す
る
な
ら
ば
、
原
則

の
履
歴
を
明
ら
か
に
し
て
、
こ
れ
を
国
際
法
の
発
展
の
中
に
定
位
す
る
必
要
が
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
法
原
則
の
一
つ
に
「
共
通
で
あ
る
が
差
異
あ
る
責
任
（
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
）
原
則
」
が
あ
る
。
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
原
則
は
気
候
変
動
枠

組
条
約
の
一
般
原
則
と
し
て
、
今
後
の
制
度
設
計
に
お
い
て
参
照
さ
れ
る
べ
き
こ
と
が
確
認
さ
れ
て
い
る
が
、
削
減
義
務
の
配
分
、
軽

減
又
は
適
応
費
用
の
配
分
等
の
具
体
的
論
点
に
つ
い
て
、
先
進
国
と
途
上
国
は
本
原
則
の
異
な
る
解
釈
に
基
づ
き
、
対
立
し
て
い
る
。

議
論
の
膠
着
を
解
消
す
る
に
は
、
異
な
る
解
釈
の
背
景
を
検
討
し
、
本
原
則
が
こ
の
よ
う
な
論
争
に
法
的
指
針
を
与
え
得
る
か
を
吟
味

す
る
必
要
が
あ
る
。

論 説

（阪大法学）５５（１―１２０）１２０〔２００５．６〕



本
稿
は
こ
の
よ
う
な
観
点
か
ら
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
原
則
の
法
的
意
義
及
び
機
能
を
検
討
す
る
。
特
に
、
原
則
の
条
約
実
施
過
程
へ
の
適
用

の
評
価
を
中
心
的
な
検
討
対
象
と
す
る
。
第
一
章
で
は
、
先
行
研
究
に
基
づ
き
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
原
則
に
内
在
す
る
原
理
的
要
請
を
国
際
法

の
発
展
の
中
に
位
置
づ
け
て
、
第
二
章
で
は
、
条
約
上
の
義
務
及
び
制
度
に
反
映
さ
れ
た
「
責
任
の
差
異
化
」
の
態
様
を
検
討
す
る
。

第
三
章
で
は
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
原
則
に
基
づ
く
条
約
の
実
施
メ
カ
ニ
ズ
ム
と
し（
７
）

て
、
既
に
十
年
を
越
え
る
運
用
実
績
の
あ
る
モ
ン
ト
リ
オ
ー

ル
議
定
書
多
数
国
間
基
金
の
執
行
プ
ロ
セ
ス
を
検
討
し
、
援
助
の
効
果
を
評
価
し
て
、
本
原
則
の
妥
当
な
「
解
釈
」
を
検
討
す
る
。

第
一
章

Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
原
則
の
意
義

第
一
項

Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
原
則
の
意
義

一
般
に
、「
環
境
と
開
発
の
統
合
」
と
い
う
国
際
的
な
コ
ン
セ
ン
サ
ス
を
歴
史
的
な
転
換
点
と
し
て
、
正
確
に
位
置
づ
け
る
こ
と
は

困
難
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
環
境
保
護
に
関
す
る
国
際
協
力
が
議
論
さ
れ
始
め
た
当
初
か
ら
、
先
進
国
と
途
上
国
の
見
解
は
対
立

し
、
一
九
七
二
年
ス
ト
ッ
ク
ホ
ル
ム
人
間
環
境
宣
言
は
環
境
保
護
と
経
済
開
発
の
均
衡
を
確
認（
８
）

し
、
そ
の
後
の
国
際
文
書
に
お
い
て
も

こ
の
点
は
繰
り
返
し
確
認
さ
れ
て
き
た
。
か
か
る
コ
ン
セ
ン
サ
ス
は
一
九
九
二
年
リ
オ
会
議
と
相
前
後
し
て
「
持
続
可
能
な
開
発
」
原

則
に
統
合
さ
れ
、
今
日
で
は
開
発
と
環
境
保
護
に
関
す
る
国
際
法
の
基
礎
的
理
念
と
し
て
認
め
ら
れ
て
い（
９
）

る
。
共
通
で
あ
る
が
差
異
あ

る
責
任
（
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
）
原
則
も
「
持
続
可
能
な
開
発
」
原
則
の
サ
ブ
原
則
と
し（
１０
）

て
、
こ
の
よ
う
な
思
想
に
基
礎
を
置
き
、
現
在
及
び
将

来
世
代
の
た
め
に
地
球
環
境
を
保
護
し
保
全
す
る
こ
と
は
全
て
の
国
家
の
責
任
で
あ
る
が
、
環
境
政
策
が
途
上
国
の
開
発
や
貧
困
撲
滅

を
損
な
わ
な
い
よ
う
、
先
進
国
に
よ
り
重
い
責
任
を
認
め
る
も
の
で
あ
る
。
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
の
直
接
的
な
起
源
は
リ
オ
会
議
準
備
プ
ロ
セ
ス

に
遡（
１１
）

り
、
リ
オ
宣
言
は
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
を
初
め
て
法
原
則
と
し
て
確
認
し
た
。
こ
の
間
、
初
期
の
温
暖
化
交
渉
に
お
い
て
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
は
先

進
国
と
途
上
国
の
コ
ン
セ
ン
サ
ス
と
し
て
認
め
ら（
１２
）

れ
、
気
候
変
動
枠
組
条
約
は
条
約
目
的
の
達
成
及
び
実
施
に
お
け
る
指
針
と
し
て
、

「共通であるが差異ある責任（ＣＢＤＲ）」原則

（阪大法学）５５（１―１２１）１２１〔２００５．６〕



こ
の
原
則
に
明
示
的
に
言
及
し
た
（
第
三
条
一
項
、
第
四
条
一
項
）。
さ
ら
に
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
は
ベ
ル
リ
ン
マ
ン
デ
ー
ト
で
再
確
認
さ

（
１３
）

れ
、
京
都
議
定
書
に
反
映
さ
れ
て
、
今
後
の
温
暖
化
交
渉
に
お
い
て
も
準
拠
さ
れ
る
べ
き
原
則
で
あ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。

第
二
項

Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
原
則
の
構
成
要
素

Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
は
「
共
通
の
責
任
」
と
「
差
異
あ
る
責
任
」
と
い
う
二
つ
の
要
素
に
よ
っ
て
、
構
成
さ
れ
て
い
る
。

�一

共
通
の
責
任

「
共
通
の
責
任
」
は
、
共
通
利
益
の
認
識
に
由
来
す
る
。
関
連
す
る
規
律
対
象
に
つ
い
て
利
益
の
共
同
性
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
よ

り
、
国
際
法
共
同
体
の
認
識
が
促
進
さ
れ
、
国
家
は
自
律
的
で
独
立
し
た
主
体
で
あ
る
と
同
時
に
、
共
同
体
の
一
員
と
し
て
、「
連

帯
」
の
精
神
に
基
づ
き
、
国
際
協
力
義
務
を
負
う
と
認
め
ら
れ
る
か
ら
で
あ（
１４
）

る
。

今
日
で
は
国
際
社
会
の
共
通
利
益
は
安
全
保
障
、
人
権
、
経
済
等
、
多
様
な
分
野
で
認
め
ら
れ
て
い
る
が
、
資
源
管
理
又
は
環
境
保

護
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
三
つ
の
概
念
が
関
連
す
る
。
第
一
に
、
特
定
資
源
又
は
地
域
の
特
性
を
考
慮
し
て
、
関
連
条
約
に
お
い
て
、

こ
れ
を
人
類
の
共
通
利
益
と
認
め
る
場
合
が
あ
る
。「
全
人
類
の
共
通
利
益
」
は
天
然
資
源
の
有
限（
１５
）

性
や
、
特
定
地
域
の
戦
略
的
重
要

性
に
基
づ
き
認
め
ら（
１６
）

れ
、
野
生
生
物（
１７
）

種
、
文
化
遺
産
及
び
自
然
遺（
１８
）

産
、
宇（
１９
）

宙
等
に
も
同
様
の
法
益
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
た
だ
し
、
共

通
利
益
は
一
般
に
、
前
文
で
条
約
の
指
導
理
念
と
し
て
確
認
さ
れ
る
に
留
ま
り
、
共
通
利
益
を
媒
介
と
し
て
、「
共
通
の
責
任
」
を
国

家
の
権
利
義
務
に
直
接
、
反
映
さ
せ
る
例
は
初
期
の
条
約
に
お
い
て
は
さ
ほ
ど
多
く
な
い
。
第
二
に
、
一
定
の
地
域
又
は
資
源
が
「
人

類
の
共
同
遺
産
」
と
認
め
ら
れ
る
場
合
が
あ（
２０
）

る
。
か
か
る
概
念
は
資
源
管
理
の
共
同
化
を
求
め
る
途
上
国
の
主
張
を
反
映
し
、
特
定
地

域
の
資
源
探
査
か
ら
生
じ
る
利
益
に
つ
い
て
、
国
際
制
度
を
介
し
た
衡
平
な
配
分
を
要
請
す
る
点
で
、
全
人
類
の
利
益
を
よ
り
、
直
接

的
に
具
現
化
す
る
法
概
念
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
本
概
念
は
共
通
利
益
の
認
識
を
「
共
通
の
責
任
」
と
い
う
国
家
の
役
割
の
再
定
義
の

よ
う
な
微
温
的
合
意
に
留
め
ず
、
集
権
的
な
資
源
管
理
制
度
の
基
礎
と
し
て
動
員
し
た
た
め
、
い
ず
れ
の
条
約
に
お
い
て
も
技
術
・
資

論 説

（阪大法学）５５（１―１２２）１２２〔２００５．６〕



本
を
独
占
す
る
先
進
諸
国
に
は
受
け
入
れ
ら
れ
な
か
っ（
２１
）

た
。
従
っ
て
、
こ
の
概
念
の
法
的
意
義
は
限
定
的
で
あ
る
と
評
価
さ
れ
て
い
る

（
２２
）

が
、
途
上
国
の
ニ
ー
ズ
に
配
慮
し
て
、
資
源
探
査
の
た
め
の
技
術
移
転
及
び
利
益
の
衡
平
な
配
分
を
要
請
す
る
点
で
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
原
則

の
理
論
的
な
淵
源
の
一
つ
と
も
評
価
さ
れ
て
い（
２３
）

る
。
第
三
が
、「
人
類
の
共
通
関
心
事
」
概
念
で
あ
る
。
上
述
の
通
り
、「
人
類
の
共
同

遺
産
」
概
念
の
法
的
意
義
に
は
争
い
が
あ
り
、
利
益
配
分
を
重
視
す
る
本
概
念
の
温
暖
化
へ
の
適
用
は
必
ず
し
も
適
切
で
は
な
い
た
め
、

一
九
八
八
年
、
国
連
総
会
は
、
気
候
変
動
は
「
人
類
の
共
通
関
心
事
」
で
あ
る
と
の
決
議
を
採
択（
２４
）

し
、
本
概
念
は
そ
の
後
の
交
渉
で
も

支
持
を
得
て
、
気
候
変
動
枠
組
条
約
に
導
入
さ
れ
た
。
か
か
る
概
念
の
具
体
的
内
容
は
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
従
来
の
共
通
利
益
よ
り

も
、
よ
り
急
迫
し
た
危
機
の
認
識
を
背
景
と
し
て
、
規
制
対
象
の
統
合
的
管
理
の
必
要
性
を
示
唆
す
る
こ
と
か
ら
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
原
則
に

お
け
る
「
共
通
の
責
任
」
の
基
礎
と
な
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い（
２５
）

る
。

�二

差
異
あ
る
責
任

主
権
平
等
を
基
本
的
公
準
と
す
る
国
際
社
会
に
お
い
て
は
、
国
家
間
の
権
利
義
務
の
差
異
化
は
、
形
式
的
平
等
に
基
づ
く
決
定
が
社

会
的
相
当
性
を
欠
く
場
合
に
の
み
認
め
ら
れ
る
。
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
に
基
づ
く
責
任
の
差
異
化
は
過
去
の
地
球
環
境
悪
化
に
対
す
る
歴
史
的
貢

献
と
、
対
応
能
力
に
応
じ
た
費
用
負
担
と
い
う
二
つ
の
論
拠
に
基
づ
き
認
め
ら
れ
、
途
上
国
の
特
別
事
情
及
び
ニ
ー
ズ
を
独
立
し
た
論

拠
と
み
る
場
合
も
あ（
２６
）

る
。

原
因
へ
の
寄
与
の
程
度
の
相
違
に
基
づ
き
、
過
去
の
不
公
正
の
是
正
・
矯
正
の
観
点
か
ら
、
責
任
の
差
異
化
が
正
当
化
さ
れ
る
と
い

う
論
理
の
正
当
性
に
、
争
い
は
な（
２７
）

い
。
実
際
、
初
期
の
温
暖
化
交
渉
に
お
い
て
、
途
上
国
は
規
制
に
伴
う
負
担
の
配
分
を
先
進
国
の
歴

史
的
責
任
の
枠
組
み
で
捉（
２８
）

え
、
汚
染
者
負
担
原
則
に
も
依
拠（
２９
）

し
、「
賠
償
」
と
し
て
の
資
金
供
与
を
要
請
し（
３０
）

た
。
し
か
し
、
先
進
諸
国

は
か
か
る
主
張
を
受
け
入
れ
ず
、
条
約
は
前
文
で
過
去
及
び
現
在
の
排
出
量
の
相
違
に
言
及
し
つ
つ
、
第
三
条
一
項
に
二
つ
の
論
拠
を

併
記
し
、
先
進
国
の
率
先
し
た
対
処
と
い
う
一
文
を
入
れ
る
に
留
ま
っ（
３１
）

た
。
し
た
が
っ
て
、
か
か
る
論
拠
へ
の
コ
ン
セ
ン
サ
ス
の
程
度
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は
当
初
よ
り
明
確
で
は
な
い
。
ま
た
、
こ
の
主
張
は
現
状
維
持
的
に
機
能
す
る
た
め
、
先
進
国
の
過
去
の
排
出
に
対
す
る
既
得
権
を
黙

示
的
に
承
認（
３２
）

し
又
は
途
上
国
が
将
来
の
排
出
削
減
を
拒
絶
す
る
理
由
と
し
て
は
援
用
で
き
な
い
と
の
指
摘
も
あ（
３３
）

る
。

気
候
変
動
枠
組
条
約
及
び
リ
オ
原
則
は
い
ず
れ
も
差
異
化
の
論
拠
と
し
て
対
応
能
力
の
相
違
に
言
及（
３４
）

し
、
先
進
諸
国
は
か
か
る
論
拠

に
は
肯
定
的
な
態
度
を
と
っ
て
き
た
。
ま
た
、
い
ず
れ
の
文
書
も
途
上
国
の
特
別
事
情
及
び
ニ
ー
ズ
へ
の
配
慮
を
認
め
て
い（
３５
）

る
。

国
家
の
能
力
に
応
じ
た
義
務
の
履
行
や
、
相
互
性
を
排
除
し
て
不
均
衡
な
義
務
を
課
す
実
行
は
国
際
法
上
、
広
汎
に
認
め
ら
れ
て
き

（
３６
）

た
。
か
か
る
差
異
化
は
国
家
の
個
別
事
情
の
考
慮
に
よ
り
、
実
質
的
平
等
の
確
保
を
図
る
も
の
で
あ
り
、
国
際
法
に
内
在
す
る
衡
平
概

念
に
依
拠
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い（
３７
）

る
。
第
一
に
、
衡
平
は
国
際
裁
判
所
が
抽
象
的
な
法
を
具
体
的
な
事
態
に
適
応
さ
せ
る
基
準
と

し
て
、
適
用
さ
れ
て
き（
３８
）

た
。
衡
平
は
複
数
の
解
釈
が
競
合
す
る
場
合
、
事
案
の
事
情
に
照
ら
し
て
、
正
義
の
要
請
に
最
も
よ
く
応
え
る

解
釈
を
裁
判
所
が
選
択
す
る
よ
う
要
請
す（
３９
）

る
。
ま
た
、
妥
当
な
結
果
に
達
す
る
た
め
、
紛
争
当
事
国
に
誠
実
な
交
渉
を
命
じ
る
場
合
に

も
用
い
ら
れ（
４０
）

る
。
も
っ
と
も
、
衡
平
に
基
づ
き
、
法
的
推
論
に
お
い
て
、
経
済
的
発
展
の
相
違
へ
の
考
慮
が
当
然
に
要
請
さ
れ
る
と
ま

で
は
い
え
な
い（
４１
）

が
、C

u
llet

は
裁
判
官
の
役
割
の
限
定
性
に
依
拠
し
て
、
法
制
度
の
定
立
又
は
実
施
に
お
い
て
は
異
な
る
衡
平
概
念

を
発
展
さ
せ
る
可
能
性
を
示
唆
し
て
い（
４２
）

る
。
第
二
に
、
国
家
は
共
有
天
然
資
源
の
利
用
に
お
い
て
、
衡
平
利
用
の
原
則
に
従
っ
て
、
他

国
の
利
益
に
妥
当
な
考
慮
を
払
う
よ
う
要
請
さ
れ
る
。
衡
平
利
用
原
則
は
歴
史
的
に
は
国
際
河
川
の
利
用
に
お
い
て
生
成
し
、「
国
家

の
水
利
権
の
平
等
性
」
及
び
当
該
資
源
に
対
す
る
「
共
有
さ
れ
た
主
権
」
と
い
う
概
念
に
基
礎
を
置
い
て
い（
４３
）

る
。「
合
理
的
か
つ
衡
平

な
利
用
」
は
多
様
な
要
素
の
利
益
衡
量
に
よ
り
決
定
さ
れ
、
関
連
要
素
に
は
各
国
の
経
済
的
・
社
会
的
ニ
ー
ズ
の
考
慮
も
含
め
ら
れ
て

い（
４４
）

る
。
も
っ
と
も
、
衡
平
利
用
原
則
は
対
象
資
源
の
地
理
的
限
定
性
及
び
資
源
の
排
他
的
か
つ
競
合
的
利
用
を
前
提
と
す
る
た
め
、
地

球
大
気
の
管
理
に
は
不
適
切
で
あ
る
と
の
指
摘
が
あ（
４５
）

る
。
ま
た
、
環
境
損
害
防
止
義
務
と
衡
平
利
用
の
関
係
に
は
争
い
が
あ
り
、
汚
染

管
理
又
は
環
境
保
護
義
務
に
「
衡
平
な
」
利
益
衡
量
を
要
請
す
る
実
行
は
一
般
的
で
は
な
い
と
も
指
摘
さ
れ
て
い（
４６
）

る
。
し
た
が
っ
て
、
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本
原
則
は
責
任
の
差
異
化
の
論
拠
と
し
て
直
接
、
援
用
可
能
と
は
い
え
な
い
が
、
資
源
利
用
に
お
け
る
実
質
的
平
等
の
評
価
に
お
い
て
、

社
会
的
・
経
済
的
ニ
ー
ズ
の
考
慮
を
認
め
る
点
で
、
参
照
可
能
で
あ
る
。
第
三
に
、
責
任
の
差
異
化
を
基
礎
づ
け
る
衡
平
の
要
請
と
し

て
、
歴
史
的
に
か
つ
そ
の
内
容
に
お
い
て
最
も
近
接
性
が
認
め
ら
れ
て
い
る
の
は
新
国
際
経
済
秩
序
（
Ｎ
Ｉ
Ｅ
Ｏ
）
の
主
張
で
あ（
４７
）

る
。

七
〇
年
代
以
降
、
新
独
立
国
は
既
存
の
国
際
経
済
秩
序
に
関
す
る
国
際
法
原
則
・
規
則
の
変
更
を
求
め
て
Ｎ
Ｉ
Ｅ
Ｏ
の
主
張
を
展
開
し
、

天
然
資
源
に
対
す
る
恒
久
的
主
権
を
主
張
し
て
、
資
源
に
対
す
る
支
配
の
回
復
と
技
術
援
助
を
要
請
し
た
。
も
っ
と
も
、
グ
ロ
ー
バ
リ

ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
進
展
に
伴
っ
て
、
Ｎ
Ｉ
Ｅ
Ｏ
の
規
範
的
主
張
は
当
初
の
目
的
を
達
成
す
る
こ
と
な
く
衰
退
し
、
他
方
、
地
球
環
境
悪
化

へ
の
関
心
の
増
大
を
契
機
と
し
て
、
危
機
の
急
迫
性
の
認
識
に
お
い
て
相
違
す
る
諸
国
間
で
一
定
の
妥
協
が
図
ら
れ
た
。
す
な
わ
ち
、

途
上
国
は
地
球
環
境
保
護
を
開
発
の
制
約
要
因
と
捉
え
、
Ｎ
Ｉ
Ｅ
Ｏ
の
主
張
を
再
現
し
て
経
済
的
ニ
ー
ズ
に
基
づ
く
責
任
の
差
異
化
を

主
張
し
、
先
進
国
は
広
義
の
共
通
利
益
の
認
識
に
依
拠
し
つ（
４８
）

つ
、
実
際
に
は
協
力
を
拒
絶
す
る
途
上
国
の
参
加
を
促
進
し
、
実
効
的
規

制
を
確
保
す
る
と
い
う
自
己
利
益
に
基
づ
き
差
異
化
を
容
認
し（
４９
）

た
。
換
言
す
れ
ば
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
に
お
け
る
「
責
任
の
差
異
化
」
は
地
球

環
境
の
不
可
分
性
を
前
提
と
し
て
、
協
力
の
条
件
と
し
て
社
会
的
・
経
済
的
格
差
の
是
正
を
主
張
す
る
途
上
国
の
主
張
が
、
普
遍
的
規

制
に
利
益
を
有
す
る
先
進
国
の
プ
ラ
グ
マ
テ
ィ
ッ
ク
な
判
断
の
下
、
一
定
の
コ
ン
セ
ン
サ
ス
と
し
て
許
容
さ
れ
る
過
程
で
進
展
し
た
。

こ
の
点
に
お
い
て
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
は
「
争
わ
れ
る
概（
５０
）

念
」
で
あ
り
、
そ
れ
が
依
拠
す
る
衡
平
は
多
義
的
解
釈
を
許
容
す
る
。
争
わ
れ
て
い
る

の
は
語
義
的
な
意
味
で
は
な
く
、
背
後
に
あ
る
現
実
の
政
治
的
主
張
で
あ
る
。

以
上
の
よ
う
に
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
原
則
の
構
成
要
素
は
既
存
の
国
際
法
原
則
、
概
念
又
は
実
行
に
内
在
す
る
原
理
的
要
請
を
反
映
し
、
し

た
が
っ
て
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
は
国
際
法
に
基
礎
を
置
く
法
原
則
で
あ
る
と
評
価
で
き（
５１
）

る
。
他
方
、
責
任
の
差
異
化
の
正
当
化
論
拠
に
は
異
な

る
衡
平
の
要
請
が
並
存
・
競
合
し
、
各
国
は
い
ず
れ
を
重
視
す
る
か
に
よ
っ
て
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
の
異
な
る
解
釈
を
主
張
す
る
可
能
性
が
あ

る
。
実
質
的
平
等
の
確
保
と
い
う
観
点
か
ら
は
、
具
体
的
状
況
に
応
じ
て
、
い
ず
れ
の
論
拠
の
重
視
が
最
も
妥
当
で
あ
る
か
を
慎
重
に
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吟
味
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

第
二
章

責
任
の
差
異
化
の
態
様

Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
の
「
共
通
の
責
任
」
に
基
づ
き
、
締
約
国
は
条
約
目
的
を
達
成
し
、
対
象
環
境
の
悪
化
を
防
止
し
、
軽
減
し
及
び
規
制
す

る
た
め
、
条
約
で
定
め
ら
れ
た
様
々
な
手
続
的
な
協
力
義
務
を
負
う
。
近
年
の
諸
条
約
は
一
連
の
手
続
的
義
務
を
通
し
て
条
約
の
規
制

権
限
を
各
締
約
国
に
配
分
し
、
国
家
報
告
制
度
、
遵
守
手
続
等
の
国
際
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
に
よ
っ
て
、
そ
の
権
限
行
使
を
相
互
に
監
視
し
、

条
約
目
的
の
達
成
を
図
っ
て
い
る
。
他
方
、「
差
異
あ
る
責
任
」
は
実
体
的
義
務
の
差
異
化
及
び
実
施
の
援
助
に
反
映
さ
れ
、
義
務
の

履
行
と
援
助
の
コ
ン
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ
が
認
め
ら
れ
る
場
合
も
あ
る
。

第
一
項

実
体
的
義
務
の
差
異
化

実
体
的
義
務
の
差
異
化
に
は
同
一
基
準
を
定
め
つ
つ
、
国
家
の
能
力
の
相
違
に
配
慮
し
て
、
実
施
に
お
け
る
柔
軟
性
を
許
容
す
る
義

務
と
、
差
異
化
を
積
極
的
に
認
め
る
義
務
と
が
あ
る
。
同
一
基
準
の
実
施
に
お
い
て
締
約
国
の
裁
量
を
認
め
、
漸
進
的
実
施
を
許
容
す

る
実
行
は
人
権
条
約
等
で
認
め
ら
れ
て
き
た
が
、
資
源
管
理
及
び
環
境
保
護
条
約
に
お
い
て
も
広
範
に
存
在
す（
５２
）

る
。
こ
れ
ら
は
締
約
国

の
多
様
な
利
益
の
並
存
を
反
映
し
、
そ
の
柔
軟
性
は
共
通
関
心
事
に
関
す
る
合
意
を
促
進
し
、
不
確
実
性
へ
の
対
応
、
実
施
費
用
の
負

担
の
配
慮
に
お
い
て
も
利
点
と
な
る
と
指
摘
さ
れ
て
い（
５３
）

る
。
他
方
、
法
主
体
の
能
力
に
配
慮
し
て
、
義
務
に
格
差
を
設
け
る
「
規
範
の

二
元
性
」
は
、
環
境
保
護
条
約
に
お
い
て
は
以
下
の
二
つ
の
方
法
で
導
入
さ
れ
て
い
る
。
第
一
に
、
均
等
な
義
務
を
課
し
つ
つ
、
一
定

の
移
行
期
間
を
認
め
る
場
合
が
あ（
５４
）

る
。
か
か
る
措
置
は
対
応
能
力
の
相
違
に
基
づ
く
責
任
の
差
異
化
で
あ
る
が
、
暫
定
的
に
の
み
認
め

ら
れ
、
資
金
供
与
及
び
技
術
移
転
に
よ
る
実
施
能
力
の
補
完
に
よ
っ
て
、
差
異
化
は
解
消
さ
れ
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る
。
第
二
に
、

締
約
国
の
能
力
及
び
ニ
ー
ズ
を
考
慮
し
て
、
義
務
の
差
異
化
を
積
極
的
に
認
め
る
場
合
が
あ（
５５
）

る
。
か
か
る
差
異
化
は
途
上
国
の
参
加
の
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誘
因
と
な
る
が
、
格
差
の
維
持
は
将
来
に
お
け
る
負
担
の
配
分
を
固
定
し
、
実
効
的
規
制
を
阻
害
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
。
し
か
し
、
差

異
化
の
適
用
の
限
界
を
画
定
す
る
基
準
は
未
だ
明
確
で
は
な（
５６
）

く
、
こ
の
点
は
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
の
異
な
る
解
釈
に
委
ね
ら
れ
て
い（
５７
）

る
。

第
二
項

実
施
に
お
け
る
責
任
の
差
異
化

実
施
に
お
け
る
責
任
の
差
異
化
は
履
行
の
援
助
と
し
て
具
体
化
さ
れ
て
い（
５８
）

る
。
国
際
機
構
が
自
ら
設
定
し
た
国
際
基
準
の
実
施
を
促

進
す
る
た
め
に
技
術
援
助
を
行
う
実
行
は
比
較
的
早
く
か
ら
存
在
す
る
。
例
え
ば
国
際
民
間
航
空
機
構
は
一
九
五
六
年
に
技
術
協
力
ビ

ュ
ー
ロ
ー
を
設
置
し
て
、
途
上
国
の
航
空
安
全
基
準
の
実
施
能
力
を
改
善
す
る
た
め
、
技
術
援
助
を
行
っ
て
き（
５９
）

た
。
も
っ
と
も
、
技
術

援
助
は
条
約
の
明
文
で
は
な
く
、
そ
れ
を
補
完
す
る
勧
告
で
言
及
さ
れ
る
に
留
ま
り
、
こ
の
点
で
履
行
と
援
助
の
関
係
は
黙
示
的
で
あ

る
。
他
方
、
制
度
的
な
資
金
供
与
に
は
二
つ
の
系
譜
が
あ
る
。
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｐ
は
七
〇
年
代
末
以
降
、
自
ら
が
関
与
す
る
環
境
条
約
に
つ
い

て
信
託
基
金
を
設
立
し
、
締
約
国
の
自
発
的
供
与
に
よ
り
事
務
局
費
用
等
、
条
約
の
運
用
管
理
費
用
を
購
っ
て
き（
６０
）

た
。
ま
た
、
人
類
全

体
の
利
益
の
観
点
か
ら
、
対
象
資
源
又
は
環
境
の
保
護
に
お
い
て
、
資
金
供
与
を
含
む
国
際
協
力
が
要
請
さ
れ
る
場
合
が
あ（
６１
）

る
。
こ
れ

ら
の
実
行
は
条
約
へ
の
参
加
を
促
進
し
、
条
約
の
財
政
的
な
自
律
化
を
進
め
つ
つ
、
国
際
社
会
に
と
っ
て
特
に
重
要
な
資
源
に
つ
い
て

は
共
通
利
益
の
観
点
か
ら
履
行
費
用
の
負
担
を
共
有
す
る
と
い
う
コ
ン
セ
ン
サ
ス
の
生
成
を
例
証
す
る
。
も
っ
と
も
、
い
ず
れ
も
資
金

規
模
は
少
額
で
、
途
上
国
の
ニ
ー
ズ
を
積
極
的
に
満
た
す
も
の
と
は
想
定
さ
れ
て
い
な
い
。

他
方
、
九
〇
年
代
に
採
択
さ
れ
た
多
数
国
間
環
境
条
約
は
い
ず
れ
も
技
術
援
助
、
資
金
供
与
、
能
力
開
発
を
統
合
的
に
行
う
こ
と
を

明
文
で
要
請（
６２
）

し
、
同
様
に
、
ア
ジ
ェ
ン
ダ
２１
は
途
上
国
の
持
続
可
能
な
開
発
を
支
援
す
る
た
め
、
統
合
的
な
技
術
援
助
及
び
資
金
供
与

を
要
請
す（
６３
）

る
。
い
ず
れ
に
お
い
て
も
途
上
国
の
能
力
の
積
極
的
補
完
が
重
視
さ
れ
、
そ
の
背
景
に
は
利
益
の
共
同
性
の
認
識
と
、
関
連

規
制
の
質
的
変
化
が
あ
る
。
も
っ
と
も
、
援
助
の
具
体
的
基
準
及
び
態
様
に
つ
い
て
は
南
北
間
の
見
解
が
対
立
し
、
合
意
が
成
立
し
て

い
な
い
。
第
一
に
、「
新
規
か
つ
追
加
的
」
な
資
金
供
与
と
い
う
要
件
に
は
一
般
的
合
意
が
あ
る
が
、
い
か
な
る
援
助
が
こ
の
条
件
を
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満
た
す
か
は
明
確
で
は
な（
６４
）

い
。
第
二
に
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
評
価
基
準
と
な
る
「
す
べ
て
の
合
意
さ
れ
た
増
加
費
用
」
は
後
述
す
る
よ
う

に
、
そ
の
適
用
に
お
い
て
問
題
が
多
く
、
こ
の
点
を
懸
念
し
て
異
な
る
表
現
が
用
い
ら
れ
る
場
合
に（
６５
）

も
、
具
体
的
指
針
と
し
て
は
曖
昧

で
あ
る
。
第
三
に
、
資
金
供
与
制
度
の
意
思
決
定
過
程
の
評
価
に
つ
い
て
も
国
際
的
合
意
は
成
立
し
て
い
な
い
。
気
候
変
動
枠
組
条
約

及
び
生
物
多
様
性
条
約
は
い
ず
れ
も
、
Ｇ
Ｅ
Ｆ
を
資
金
供
与
に
関
す
る
暫
定
的
制
度
と
し
て
指
定
し
て
い
た（
６６
）

が
、
恒
久
化
の
要
件
と
な

る
Ｇ
Ｅ
Ｆ
の
再
構
築
の
評
価
に
つ
い
て
は
見
解
が
分
か
れ
て
い（
６７
）

る
。

第
三
項

コ
ン
デ
ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ

こ
の
よ
う
に
、
援
助
の
具
体
的
基
準
及
び
態
様
に
つ
い
て
南
北
間
の
見
解
は
対
立
し
て
い
る
が
、
こ
の
よ
う
な
援
助
の
実
効
性
を
確

保
す
る
た
め
、
モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
議
定
書
は
途
上
国
の
実
施
は
資
金
供
与
及
び
技
術
移
転
の
効
果
的
な
実
施
に
依
存
す
る
と
定
め
（
第

五
条
五
項
）、
生
物
多
様
性
条
約
に
も
同
様
の
条
文
が
あ
る
（
第
二
十
条
四
項
）。
さ
ら
に
、
同
様
の
条
件
は
ア
ジ
ェ
ン
ダ
２１
に
も
規
定

さ
れ
、
そ
の
他
の
条
約
に
も
同
様
の
条
件
が
課
さ
れ
る
べ
き
か
が
問
題
と
さ
れ（
６８
）

る
。
も
っ
と
も
、
か
か
る
条
文
が
新
た
な
受
益
の
権
利

を
創
設
す
る
か
、
確
認
的
な
規
定
に
留
ま
る
か
に
つ
い
て
は
争
い
が
あ（
６９
）

る
。
ま
た
、
義
務
の
履
行
に
援
助
の
条
件
を
付
す
る
こ
と
は
、

条
約
の
法
的
性
質
に
疑
義
を
生
じ
さ
せ
る
と
の
指
摘
が
あ（
７０
）

る
。
こ
の
点
は
次
章
に
お
い
て
検
討
す
る
が
、
一
般
的
な
援
助
義
務
に
つ
い

て
は
上
述
の
通
り
、
具
体
的
な
基
準
及
び
方
法
に
つ
い
て
合
意
が
進
展
せ
ず
、
依
然
と
し
て
曖
昧
で
あ
る
た
め
、
そ
の
法
的
性
質
は
否

定
的
に
解
さ
れ
る
べ
き
で
あ
ろ（
７１
）

う
。

第
三
章

多
数
国
間
基
金
の
執
行
プ
ロ
セ
ス
に
お
け
る
責
任
の
差
異
化

モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
議
定
書
多
数
国
間
基
金
は
途
上
国
の
履
行
援
助
を
目
的
と
し
て
設
立
さ（
７２
）

れ
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
に
基
づ
く
パ
ー
ト
ナ
ー
シ

ッ
プ
の
成
功
例
と
し
て
高
く
評
価
さ
れ
て
い（
７３
）

る
。
以
下
で
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
評
価
基
準
に
焦
点
を
当
て
て
、
援
助
の
効
果
を
評
価
し
、
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か
か
る
基
準
に
反
映
さ
れ
た
責
任
の
「
差
異
化
」
の
妥
当
性
を
検
討
す
る
。

第
一
項

多
数
国
間
基
金
の
執
行
プ
ロ
セ
ス

多
数
国
間
基
金
は
執
行
委
員
会
の
指
揮
、
監
督
の
下
、
実
施
協
定
を
締
結
し
た
実
施
機
関
の
協
力
に
よ
り
、
運
営
さ
れ
る
（
第
十
五

条
五（
７４
）

項
）。
執
行
委
員
会
は
多
数
国
間
基
金
の
運
営
方
針
、
指
針
及
び
事
務
上
の
取
決
め
を
策
定
し
、
そ
の
実
施
状
況
を
監
視
す
る
た

め
に
設
置
さ
れ
た
（
第
十
条
五
項
）。
執
行
委
員
会
は
国
家
計
画
及
び
一
定
額
を
超
え
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
評
価
し
、
承
認（
７５
）

し
、
承
認

さ
れ
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
は
執
行
委
員
会
と
受
益
国
間
で
実
施
協
定
が
締
結
さ
れ
（
第
十
条
八
項
）、
実
施
機
関
は
受
益
国
及

び
事
業
者
と
融
資
協
定
を
締
結
す
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
資
金
供
与
額
は
「
合
意
さ
れ
た
増
加
費
用
」（
第
十
条
三
項
�
）
と
い
う
基
準
に
従
っ
て
決
定
さ
れ
る
。
締
約

国
会
合
は
第
二
回
会
合
で
「
増
加
費
用
の
種
類
を
示
す
表
」
を
採
択
し
た（
７６
）

が
、
執
行
委
員
会
は
個
々
の
案
件
の
評
価
過
程
で
生
じ
た
問

題
に
つ
い
て
個
別
的
に
又
は
指
針
の
形
で
決
定
を
採
択
し
、
か
か
る
決
定
は
以
後
の
申
請
に
お
い
て
先
例
的
価
値
を
有
し
、「
表
」
の

解
釈
に
よ
る
具
体
化
と
理
解
さ
れ
て
い（
７７
）

る
。
か
か
る
基
準
は
概
ね
円
滑
に
適
用
さ
れ
て
き
た
が
、
先
進
国
と
途
上
国
の
見
解
が
対
立
し
、

途
上
国
が
不
満
を
表
明
す
る
場
面
も
あ
っ（
７８
）

た
。
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
対
立
の
結
果
、
非
適
格
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
例
示
す
る
「
逆
リ
ス

ト
」
の
採
択
も
見
送
ら
れ
て
い（
７９
）

る
。

「
増
加
費
用
」
概
念
は
供
与
対
象
を
削
減
義
務
の
履
行
に
伴
い
、
新
規
に
生
じ
た
費
用
に
限
定
し
、
供
与
額
を
抑
制
す
る
こ
と
を
目

的
と
す
る
。
し
か
し
、
判
断
の
鍵
と
な
る
「
増
加
性
」
の
解
釈
は
技
術
的
及
び
概
念
的
な
曖
昧
さ
の
た
め
に
容
易
で
は
な
く
、
判
断
が

一
貫
し
な
い
場
合
又
は
審
議
を
重
ね
、
最
終
的
な
決
着
を
み
な
い
場
合
も
あ
っ（
８０
）

た
。
一
般
に
、「
増
加
費
用
」
概
念
は
履
行
費
用
と
そ

の
他
の
事
業
運
営
費
と
が
合
理
的
に
峻
別
可
能
で
あ
る
こ
と
を
前
提
と
す
る
が
、
現
実
に
は
そ
の
境
界
は
明
確
で
は
な
い
。
し
た
が
っ

て
、
敷
居
が
厳
格
に
解
さ
れ
、
供
与
額
が
圧
縮
さ
れ
れ
ば
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
自
体
が
困
難
と
な
り
、
供
与
の
目
的
達
成
が
阻
害
さ
れ
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る
。
こ
の
点
は
い
わ
ば
「
増
加
費
用
」
ア
プ
ロ
ー
チ
の
内
在
的
限
界
と
も
考
え
ら
れ
る
。
他
方
、
こ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
の
外
在
的
な
限
界

も
存
在
す
る
。
例
え
ば
、
増
加
費
用
概
念
は
費
用
の
「
増
加
分
」
を
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
申
請
国
が
算
出
可
能
で
あ
る
こ
と
を
前
提
と
す
る

が
、
実
際
に
は
途
上
国
の
管
理
能
力
不
足
及
び
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
欠
如
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
を
阻
害
し
、
執
行
委
員
会
は
途
上

国
の
能
力
開
発
へ
の
一
層
の
傾
斜
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
。
当
初
、
制
度
構
築
の
費
用
は
「
表
」
に
は
含
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
が
、
執

行
委
員
会
は
後
に
ケ
ー
ス
バ
イ
ケ
ー
ス
で
承
認
し
、
途
上
国
が
履
行
期
に
入
る
と
、
こ
の
点
を
重
点
目
標
と
位
置
づ
け
て
い（
８１
）

る
。

途
上
国
の
実
施
能
力
が
不
足
す
る
と
い
う
問
題
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
遅
延
又
は
不
遵
守
と
し
て
顕
在
化
し
た
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
遅
延
は
評
価
過
程
の
煩
雑
さ
及
び
国
家
の
実
施
能
力
の
不
足
に
起
因（
８２
）

し
、
削
減
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
遅
延
を
生

じ
、
資
源
の
効
率
的
利
用
を
妨
げ
る
点
で
、
問
題
と
な
る
。
当
初
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
評
価
に
執
行
委
員
会
は
直
接
、
関
与
せ
ず
、

こ
の
点
は
議
定
書
の
効
果
的
実
施
を
阻
害
す
る
と
指
摘
さ
れ
て
い（
８３
）

た
。
こ
の
問
題
に
対
し
、
執
行
委
員
会
は
、
実
施
評
価
お
よ
び
実
施

遅
延
へ
の
対
応
基
準
を
明
確
化
し
、
遅
延
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
取
消
手
続
を
決
定
し（
８４
）

て
、
継
続
的
な
評
価
・
検
討
を
行
っ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
、
移
行
期
間
に
お
い
て
も
実
施
の
阻
害
要
因
は
認
め
ら
れ
て
い
た
が
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
評
価
と
遵
守
の
関
連
性
は
直
接

に
は
考
慮
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
途
上
国
が
履
行
期
に
入
り
、
不
遵
守
が
相
次
ぐ
と
、
執
行
委
員
会
は
基
金
の
運
用
方
針
の

大
幅
な
改
訂
を
決
定（
８５
）

し
、
援
助
と
遵
守
の
関
係
を
執
行
政
策
レ
ベ
ル
で
明
確
化
し
た
。
上
述
の
よ
う
に
、
途
上
国
の
遵
守
の
支
援
は
基

金
の
重
点
目
標
と
位
置
づ
け
ら
れ
て
、
受
益
国
に
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
申
請
に
際
し
、
遵
守
と
の
関
連
性
の
立
証
及
び
継
続
的
管
理
を
要

請
し
た
。
さ
ら
に
、
多
年
度
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
等
、
新
た
な
援
助
方
法
が
導
入
さ
れ
、
申
請
手
続
の
効
率
化
が
図
ら
れ
た
。
こ
の
よ
う
に
、

新
た
な
執
行
戦
略
は
資
金
供
与
の
効
率
性
を
高
め
、
迅
速
な
削
減
を
促
進
す
る
と
共
に
、
受
益
国
の
裁
量
を
尊
重
し
つ
つ
、
当
該
国
家

の
積
極
的
管
理
を
強
調
し
、
こ
れ
を
支
援
す
る
た
め
に
能
力
開
発
の
強
化
を
図
る
も
の
で
あ
る
。
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第
二
項

評
価

以
上
の
よ
う
に
、
執
行
委
員
会
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
評
価
過
程
で
「
合
意
さ
れ
た
増
加
費
用
」
と
い
う
基
準
を
解
釈
し
、
そ
の
具
体
的

内
容
を
明
ら
か
に
し
つ
つ
、
必
要
に
応
じ
て
、
援
助
手
法
の
修
正
を
行
っ
て
き
た
。
こ
の
点
に
お
い
て
、
基
金
の
執
行
プ
ロ
セ
ス
は
具

体
的
な
援
助
の
基
準
に
関
す
る
継
続
的
な
合
意
形
成
過
程
で
あ
る
。

と
こ
ろ
で
、
議
定
書
は
途
上
国
の
履
行
は
援
助
の
効
果
的
な
実
施
に
依
存
す
る
と
規
定
し
（
第
五
条
五
項
）、
援
助
の
受
益
権
の
法

的
性
質
に
つ
い
て
は
議
論
が
あ
っ
た
。
も
っ
と
も
、
議
定
書
は
途
上
国
の
履
行
が
困
難
で
あ
る
と
き
、
対
内
的
手
続
に
従
う
よ
う
要
請

し
（
第
五
条
六
項
）、
実
際
に
は
不
遵
守
手
続
が
用
い
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
基
金
の
執
行
プ
ロ
セ
ス
に
お
い
て
も
援
助
の
重
要
性
を

強
調
し
つ
つ
、
履
行
の
第
一
義
的
責
任
が
途
上
国
に
あ
る
こ
と
は
度
々
確
認
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
先
進
国
の
拠
出
が
法
的
義
務
で

あ
る
か
は
当
初
か
ら
明
確
で
は
な（
８６
）

く
、
度
重
な
る
滞
納
に
対
し
、
不
遵
守
手
続
の
発
動
は
検
討
さ
れ
ず
、
締
約
国
会
合
及
び
執
行
委
員

会
は
一
般
的
な
勧
告
を
繰
り
返
す
に
留
ま
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
途
上
国
の
援
助
の
受
益
資
格
は
議
定
書
の
対
内
的
な
手
続
に
依

拠
し
、
一
般
的
な
法
的
請
求
権
の
基
礎
と
ま
で
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
義
務
の
適
用
に
お
け
る
「
個
別
化
」
は
原
則

と
し
て
許
容
さ
れ
る
が
、
援
助
の
受
益
権
に
よ
り
ア
プ
リ
オ
リ
に
制
約
さ
れ
る
と
ま
で
は
い
え
ず
、
こ
の
よ
う
な
個
別
的
適
用
を
「
規

範
の
脆
弱
化
」
と
捉
え
ら
れ
る
か
は
、
そ
の
結
果
に
お
い
て
、
実
質
的
に
評
価
す
べ
き
問
題
と
な
る
。

し
か
し
、
か
か
る
決
定
過
程
の
客
観
化
を
促
進
す
べ
き
評
価
基
準
の
明
確
化
は
容
易
で
は
な
く
、「
増
加
費
用
」
の
適
用
は
そ
の
内

在
的
及
び
外
在
的
制
約
に
よ
り
、
し
ば
し
ば
阻
害
さ
れ
て
き
た
。
そ
も
そ
も
、「
増
加
費
用
」
概
念
は
援
助
を
条
約
の
実
施
に
合
理
的

に
必
要
な
範
囲
に
限
定
し
、
途
上
国
の
ニ
ー
ズ
を
満
た
し
、
持
続
可
能
な
開
発
の
促
進
に
必
要
な
包
括
的
援
助
を
排
除
す
る
基
準
と
し

て
機
能
す
る
。
し
か
し
、
現
実
に
は
両
者
は
不
可
分
で
あ
り
、
執
行
委
員
会
も
両
者
の
峻
別
を
放
棄
し
て
、
後
者
を
重
視
す
る
政
策
転

換
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
先
進
国
が
援
助
の
基
礎
と
な
る
「
共
通
利
益
」
を
途
上
国
の
参
加
の
誘
因
と
し
て
の
み
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理
解
す
る
な
ら
ば
、
そ
の
後
の
継
続
的
支
援
の
動
機
と
し
て
は
脆
弱
で
あ（
８７
）

る
。
さ
ら
に
、
援
助
の
効
率
性
が
重
視
さ
れ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
配
分
に
お
い
て
個
々
の
締
約
国
の
ニ
ー
ズ
に
十
分
な
配
慮
が
払
わ
れ
な
い
な
ら
ば
、
途
上
国
の
対
応
能
力
の
相
違
に
基
づ
く
選
別

を
も
た
ら
す
お
そ
れ
が
あ
り
、
衡
平
性
の
観
点
か
ら
は
問
題
と
な（
８８
）

る
。
こ
の
よ
う
に
、
多
数
国
間
基
金
に
お
け
る
履
行
援
助
は
規
制
に

伴
う
負
担
の
衡
平
な
配
分
に
つ
い
て
、
未
だ
指
針
と
な
る
べ
き
国
際
的
合
意
が
成
立
し
て
い
な
い
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。
条
約
の
現

実
へ
の
適
応
を
図
り
つ
つ
、
義
務
の
遵
守
を
促
進
し
、
条
約
目
的
を
達
成
す
る
に
は
、「
責
任
の
差
異
化
」
の
基
礎
と
な
る
衡
平
性
を

途
上
国
の
ニ
ー
ズ
を
よ
り
配
慮
し
た
概
念
へ
と
再
定
義
し
、
内
発
的
な
変
化
を
も
た
ら
す
た
め
の
継
続
的
な
支
援
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

お

わ

り

に

Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
原
則
に
内
在
す
る
規
範
的
要
請
は
既
存
の
国
際
法
概
念
、
原
則
、
実
行
に
基
礎
を
置
き
、
そ
の
構
成
要
素
は
条
約
義
務
の

定
式
化
及
び
履
行
援
助
の
制
度
化
と
し
て
具
体
化
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
点
に
お
い
て
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
は
国
際
法
に
基
礎
を
置
く
「
法
原

則
」
と
し
て
確
立
し
、
政
治
的
議
論
を
画
定
し
、
促
進
す
る
作
用
を
有
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
。
も
っ
と
も
、
責
任
の
差
異
化
の
正

当
化
論
拠
に
は
異
な
る
見
解
が
並
存
・
競
合
し
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
は
差
異
化
の
適
用
の
限
界
及
び
援
助
の
具
体
的
態
様
の
決
定
に
お
い
て
、

十
分
な
指
針
を
与
え
て
い
な
い
。
例
え
ば
、「
合
意
さ
れ
た
増
加
費
用
」
基
準
に
反
映
さ
れ
た
合
理
的
援
助
の
思
想
は
ラ
デ
ィ
カ
ル
な

格
差
が
存
在
す
る
状
況
に
お
い
て
有
効
性
を
維
持
し
得
ず
、
公
正
さ
の
観
点
か
ら
も
問
題
が
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
実
施
に
お
け
る
差

異
化
に
お
い
て
は
、
衡
平
性
を
途
上
国
の
ニ
ー
ズ
を
配
慮
す
る
概
念
へ
と
再
定
義
し
、
具
体
的
な
制
度
設
計
に
お
い
て
は
、
経
済
的
手

法
、
民
間
部
門
の
参
加
の
促
進
等
に
よ（
８９
）

り
、
途
上
国
の
ニ
ー
ズ
を
積
極
的
に
満
た
す
工
夫
が
必
要
と
な
ろ
う
。

本
稿
は
地
球
環
境
研
究
総
合
推
進
費
「
平
成
十
六
年
度
中
長
期
的
な
地
球
温
暖
化
防
止
の
国
際
制
度
を
規
律
す
る
法
原
則
に
関
す
る

研
究
」
の
研
究
成
果
で
あ
る
。
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（
１
）

D
avid

F
reeston

e,
T

h
e

R
oad

from
R

io
:

In
tern

ation
al

E
n

viron
m

en
tal

L
aw

A
fter

th
e

E
arth

S
u

m
m

it,
J

ou
rn

al
of

E
n

viron
m

en
talL

aw
,V

ol.6
/2

(1994),p.209.
（
２
）

気
候
変
動
枠
組
条
約
第
三
条
柱
書
。
原
則
の
指
針
的
機
能
に
言
及
す
る
も
の
と
し
て
、P

h
ilippe

S
an

ds,In
tern

ation
al

L
aw

in

th
e

F
ield

of
S

u
stain

able
D

evelopm
en

t,B
ritish

Y
earbook

of
In

tern
ation

al
L

aw
,V

ol.65
(1994),p.336

;
D

.B
odan

sky,

T
h

e
U

N
F

ram
ew

ork
C

on
ven

tion
on

C
lim

ate
C

h
an

ge
:

A
C

om
m

en
tary,

Y
ale

J
ou

rn
al

of
In

tern
ation

al
L

aw
,

V
ol.

18

(1993
),

p.501
;

L
lu

is
P

aradell-T
riu

s,
P

rin
ciples

of
In

tern
ation

al
E

n
viron

m
en

tal
L

aw
:

an
O

verview
,

R
eview

of

E
u

ropean
C

om
m

u
n

ity
an

d
In

tern
ation

alE
n

viron
m

en
talL

aw
(h

erein
after

cited
as

R
E

C
IE

L
),V

ol.9
/2

(2000),pp.94

―96.

（
３
）

原
則
の
法
源
性
及
び
内
容
の
曖
昧
さ
の
観
点
か
ら
、
法
的
地
位
は
不
明
確
で
あ
る
と
の
指
摘
に
つ
い
て
は
、P

aradell-T
riu

s,op
cit.,

p.94.

も
っ
と
も
、
原
則
の
中
に
は
既
存
の
原
則
の
再
陳
述
や
再
定
義
と
み
ら
れ
る
も
の
も
あ
り
、
個
々
の
原
則
の
法
的
地
位
は
個
別
に
吟

味
す
る
必
要
が
あ
る
。S

an
ds,op

cit.,p.336.

（
４
）

気
候
変
動
枠
組
条
約
第
三
条
の
起
草
過
程
に
お
い
て
、
米
国
は
原
則
の
一
般
的
効
力
を
否
定
す
る
た
め
の
修
正
案
を
提
案
し
、
こ
の
点

は
条
文
に
反
映
さ
れ
た
。B

odan
sky,op

cit.,p.502
;

S
an

ds,op
cit.,p.337.

（
５
）

こ
の
趣
旨
で
、
リ
オ
宣
言
を
肯
定
的
に
評
価
す
る
も
の
と
し
て
、P

atricia
B

irn
ie

an
d

A
lan

B
oyle,In

tern
ation

al
L

aw
an

d

th
e

E
n

viron
m

en
t

(2
n

d
ed

:
2002

）,pp.82
―84

;
F

reeston
e,op

cit.,p.218.

（
６
）

T
h

om
as

M
.F

ran
k,T

h
e

P
ow

er
ofL

egitim
acy

A
m

on
g

N
ation

s
(1990),pp.49,150

―182.

（
７
）

モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
議
定
書
は
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
を
黙
示
的
に
認
め
て
い
る
と
評
価
す
る
も
の
と
し
て
、P

au
l

G
.H

arris,C
om

m
on

B
u

t

D
ifferen

tiated
R

espon
sibility

:
T

h
e

K
yoto

P
rotocolan

d
U

n
ited

S
tates

P
olicy,N

.Y
.U

.E
n

viron
m

en
tal

L
aw

J
ou

rn
al,

V
ol.

7
(1999

),
p

.
4

;
F

reeston
e,

op
cit.,

p
.

215
;

F
ran

k
B

ierm
an

n
,

“C
om

m
on

C
on

cern
of

H
u

m
an

kin
d

”
:

T
h

e

E
m

ergen
ce

of
a

N
ew

C
on

cept
of

In
tern

ation
al

E
n

viron
m

en
tal

L
aw

,A
rch

iv
d

es
V

olkerrech
ts,V

ol.34
(1996

）,pp.29

―

30
;

S
an

ds,op
cit.,p.344.

（
８
）

人
間
環
境
宣
言
前
文
第
四
文
、
原
則
九
、
一
二
、
二
三
。
た
だ
し
、
途
上
国
も
天
然
資
源
に
対
す
る
恒
久
的
主
権
の
行
使
に
あ
た
り
、

環
境
へ
の
配
慮
が
要
請
さ
れ
る
。
人
間
環
境
宣
言
前
文
第
二
文
、
原
則
二
一
。
一
九
七
四
年
国
家
の
経
済
的
権
利
義
務
憲
章
第
三
〇
条
。
一
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九
九
二
年
リ
オ
宣
言
原
則
二
。

（
９
）

「
持
続
可
能
な
開
発
の
分
野
に
お
け
る
国
際
法
」（
リ
オ
原
則
二
七
）
と
い
う
特
有
の
法
分
野
が
生
成
し
、
既
存
の
国
際
法
の
発
展
に
も

一
定
の
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
と
の
指
摘
に
つ
い
て
は
、S

an
ds,op

cit.,p.379
;

B
irn

ie
an

d
B

oyle,op
cit.,pp.84

―85.
（
１０
）

S
an

ds,
op

cit.,
p

.
338

;
IL

A
R

esolu
tin

3
/2002,

N
ew

D
elh

i
D

eclaration
of

In
tern

ation
al

L
aw

R
elatin

g
to

S
u

stain
able

D
evelopm

en
t

(h
erein

after
cited

as
N

ew
D

elh
iD

eclaration
)

（
１１
）

Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
原
則
の
起
源
と
し
てU

.N
.G

A
res.228

(1989)

に
言
及
す
る
も
の
と
し
て
、P

au
l

G
.H

arris,op
cit.,p.4,n

.16
;

S
u

brata
R

oy
C

h
ow

dh
u

ry,
C

om
m

on
B

u
t

D
ifferen

tiated
S

tate
R

espon
sibility

in
In

tern
ation

al
E

n
viron

m
en

tal
L

aw
:

from
S

tockh
olm

(1972)
to

R
io

(1992),
in

K
on

rad
G

in
th

er,
E

ric
D

en
ters

an
d

P
au

l
J.

M
.

de
W

aart
eds.,

S
u

stain
able

D
evelopm

en
tan

d
G

ood
G

overn
an

ce
(1995),p.322.

（
１２
）

第
二
回
世
界
気
候
会
議
閣
僚
宣
言
（
一
九
九
〇
）
第
五
文
、
ハ
ー
グ
宣
言
（
一
九
八
九
）、
ノ
ー
ル
ト
ウ
ェ
イ
ク(N

oordw
ijk)

宣
言

（
一
九
八
九
）。

（
１３
）

B
erlin

M
an

date,I.1
(a),F

C
C

C
/C

P
/1995

/7
/A

dd,16
Ju

n
e

1995,p.4.

（
１４
）

共
通
利
益
に
伴
う
連
帯
、
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
認
識
が
国
際
協
力
の
基
礎
と
な
る
点
を
指
摘
す
る
も
の
と
し
て
、S

toll,P
eter-

T
obias,

T
h

e
In

tern
ation

al
E

n
viron

m
en

tal
L

aw
of

C
ooperation

,
in

R
ü

diger
W

olfru
m

ed
.,

E
n

forcin
g

E
n

viron
m

en
tal

S
tan

d
ard

s
:

E
con

om
ic

M
ech

an
ism

s
as

V
iable

M
ean

s?
(1996),

p.
41

;
L

avan
ys

R
ajam

an
i,

T
h

e
P

rin
ciple

of
C

om
m

on

bu
t

D
ifferen

tiated
R

espon
sibility

an
d

th
e

B
alan

ce
ofth

e
C

om
m

itm
en

ts
u

n
der

th
e

C
lim

ate
R

egim
e,R

E
C

IE
L

,V
ol.9

/

2
(2000),p.121

;
P

h
ilippe

C
u

llet,D
ifferen

tialT
reatm

en
t

in
In

tern
ation

alL
aw

:
T

ow
ards

a
N

ew
P

aradigm
of

In
ter-

state
R

elation
s,E

u
ropean

J
ou

rn
al

of
In

tern
ation

al
L

aw
,V

ol.10
(1999)

(h
erein

after
cited

as
C

u
llet,1999),pp.558

―

559
;

P
h

ilippe
C

u
llet,D

ifferen
tialT

reatm
en

tin
In

tern
ation

alE
n

viron
m

en
talL

aw
(2003)(h

erein
after

cited
as

C
u

llet,

2003),p.178.

（
１５
）

一
九
四
六
年
国
際
捕
鯨
取
締
条
約
前
文
第
二
文
。

（
１６
）

一
九
五
九
年
南
極
条
約
前
文
第
二
文
。

（
１７
）

一
九
七
九
年
ボ
ン
条
約
前
文
第
二
文
。
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（
１８
）

一
九
七
二
年
世
界
遺
産
条
約
前
文
第
七
、
八
文
、
第
四
条
。

（
１９
）

一
九
六
七
年
宇
宙
条
約
前
文
第
二
文
、
第
一
条
。

（
２０
）

「
人
類
の
共
同
遺
産
」
は
マ
ル
タ
の
提
案
を
受
け
て
、「
深
海
底
原
則
宣
言
」(G

A
R

es.2747
(X

X
V

),17
D

ecem
ber

1970)

で
認

め
ら
れ
、
一
九
八
二
年
国
連
海
洋
法
条
約
（
第
一
三
六
―
一
三
七
条
、
第
一
四
〇
条
、
第
一
四
四
条
）
及
び
一
九
七
九
年
月
協
定
（
第
一
一

条
一
項
、
五
―
六
項
）
に
導
入
さ
れ
た
。

（
２１
）

周
知
の
よ
う
に
、
先
進
諸
国
は
一
九
九
四
年
第
一
一
部
実
施
協
定
に
よ
り
、
深
海
底
制
度
が
よ
り
市
場
志
向
の
取
極
に
置
き
換
え
ら
れ

る
ま
で
、
国
連
海
洋
法
条
約
を
批
准
し
な
か
っ
た
。
ま
た
、
主
要
な
宇
宙
活
動
国
は
月
協
定
を
批
准
せ
ず
、
本
条
約
は
未
発
効
で
あ
る
。

（
２２
）

B
ierm

an
n

,op
cit.,pp.429

―430.

（
２３
）

R
ajam

an
i,op

cit.,p.121
;

H
arris,op

cit.,p.28.

（
２４
）

U
A

G
A

R
es.43

/53,6
D

ecem
ber

1988.

（
２５
）

B
ierm

an
n

,op
cit.,pp.430

―431
;

R
ajam

an
i,op

cit.,p.121
;

H
arris,op

cit.,p.9.

（
２６
）

N
ew

D
elh

i
D

eclaration
,

3.
3,

H
en

ry
S

h
u

e,
G

lobal
en

viron
m

en
t

an
d

in
tern

ation
al

in
equ

ality
,

In
tern

ation
al

A
ffairs

(1999),V
ol.75,pp.541

―544.

（
２７
）

S
h

u
e,op

cit.,pp.533

―537.see
B

rian
B

arry,S
u

stain
ability

an
d

In
tergen

eration
alJu

stice,in
A

n
drew

D
obson

ed.,

F
airn

ess
an

d
F

u
tu

rity,1999,p.97.

（
２８
）

ハ
ー
グ
宣
言
（
一
九
八
九
）、
北
京
宣
言
（
一
九
九
一
）
第
七
文
。G

A
.R

es.44
/228

;
B

odan
sky,op

cit.,p.498.

（
２９
）

汚
染
者
負
担
原
則
は
気
候
変
動
枠
組
条
約
の
条
文
上
、
認
め
ら
れ
て
い
な
い
が
、
本
原
則
が
歴
史
的
貢
献
に
基
づ
く
責
任
の
差
異
化
の

基
礎
と
な
る
と
の
見
解
は
学
説
上
、
一
定
の
支
持
を
集
め
て
い
る
。R

ajam
an

i,op
cit.,p.124

;
Y

osh
io

M
atsu

i,T
h

e
P

rin
ciple

of

“C
om

m
on

bu
t

D
ifferen

tiated
R

espon
sibilities”,

in
N

ico
S

ch
rijver

an
d

F
riedl

W
eiss

eds.,
In

tern
ation

al
L

aw
an

d

S
u

stain
able

D
evelopm

en
t,P

rin
ciples

an
d

P
ractice

(2004),p.78
;

S
an

ds,op
cit.,p.347

;
P

h
ilippe

C
u

llet,E
qu

ity
an

d

F
lexibility

M
ech

an
ism

s
in

th
e

C
lim

ate
C

h
an

ge
R

egim
e

:
C

on
ceptu

alan
d

P
racticalIssu

es,R
E

C
IE

L
,V

ol.8
/2

(1999),

p.169
;

N
ico

S
h

rijver,S
overeign

ty
O

ver
N

atu
ral

R
esou

rces,-B
alan

cin
g

R
igh

ts
an

d
D

u
ties

(1997),p.140.

但
し
、
主
体

の
レ
ベ
ル
が
異
な
る
と
の
指
摘
に
つ
い
て
は
、B

odan
sky,op

cit.,p.498,n
.281

;
S

an
ds,ibid

.

ま
た
、
本
原
則
は
将
来
の
汚
染
除
去

「共通であるが差異ある責任（ＣＢＤＲ）」原則
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費
用
の
内
部
化
を
要
請
す
る
に
留
ま
り
、
歴
史
的
貢
献
に
伴
う
責
任
の
差
異
化
と
は
異
な
る
と
の
指
摘
も
あ
る
。S

h
u

e,op
cit.,p.534.

（
３０
）

例
え
ば
、
初
期
の
温
暖
化
交
渉
に
お
け
る
途
上
国
の
提
案
に
つ
い
て
は
、B
ierem

an
n

,op
cit.,p.456.

京
都
議
定
書
の
交
渉
過
程
に

お
け
る
ブ
ラ
ジ
ル
の
賠
償
基
金
の
提
案
に
つ
い
て
はU

N
D

oc.F
C

C
C

/A
G

B
M

/1997
/M

IS
C

.1
/A

D
D

.3.,1997.C
u

llet,2003,p.

99.

（
３１
）

B
odan

sky,op
cit.,p.498.

尚
、
リ
オ
宣
言
第
七
原
則
に
は
先
進
諸
国
の
責
任
を
認
識
す
る
と
の
表
現
が
含
ま
れ
て
い
る
。

（
３２
）

C
h

ristph
er

D
.

S
ton

e,
C

om
m

on
bu

t
D

ifferen
tiated

R
espon

sibilities
in

In
tern

ation
al

L
aw

,
A

m
erican

J
ou

rn
al

of

In
tern

ation
alL

aw
,V

ol.98
/2

(2004),p.292.

（
３３
）

R
ajam

an
i,op

cit.,p.124.

（
３４
）

気
候
変
動
枠
組
条
約
第
三
条
一
項
。
リ
オ
宣
言
原
則
七
は
能
力
に
応
じ
た
負
担
に
直
接
、
言
及
し
て
い
な
い
が
、
技
術
及
び
財
源
に
対

す
る
先
進
国
の
支
配
と
責
任
の
認
識
に
言
及
し
、
こ
の
点
を
間
接
的
に
承
認
し
て
い
る
。

（
３５
）

気
候
変
動
枠
組
条
約
第
三
条
二
、
四
項
、
第
四
条
八
、
九
項
。
リ
オ
宣
言
原
則
六
。
尚
、
対
応
能
力
に
応
じ
た
負
担
の
配
分
と
、
途
上

国
の
特
別
事
情
及
び
ニ
ー
ズ
と
は
理
論
的
に
は
独
立
し
た
論
拠
と
な
り
、
具
体
的
な
援
助
の
基
準
に
お
い
て
も
異
な
る
指
針
を
与
え
る
可
能

性
が
あ
る
。
し
か
し
、
規
制
へ
の
対
応
能
力
は
通
常
、
国
家
の
経
済
的
発
展
と
相
関
関
係
に
あ
り
、
実
質
的
平
等
に
基
づ
く
差
異
化
を
要
請

す
る
点
で
は
共
通
す
る
。S
h

u
e,op

cit.,p.544.

（
３６
）

従
来
の
実
行
に
つ
い
て
は
、C

u
llet,2003,C

h
.3.

（
３７
）

C
u

llet,su
pra

(n
).29,p.169

;
M

atsu
i,op

cit.,p.79.

（
３８
）

し
た
が
っ
て
、
そ
の
法
源
性
は
厳
密
に
精
査
さ
れ
る
必
要
が
あ
っ
た
が
、
責
任
の
差
異
化
の
基
礎
と
し
て
衡
平
に
言
及
さ
れ
る
場
合
に

は
も
っ
ぱ
ら
「
実
定
法
の
範
囲
内
の
衡
平
」(equ

ity
in

fra
legem

)

と
し
て
論
じ
ら
れ
て
い
る
。see

T
.B

an
u

ri,K
.G

oran
-M

aler,M
.

G
ru

bb,H
.K

.Jacobson
,F

.Y
am

in
,E

qu
ity

an
d

S
ocialC

on
sideration

s,in
Jam

es
D

.B
ru

ce
et

als
eds.,C

lim
ate

C
h

an
ge,

1995
:

econ
om

ic
an

d
social

d
im

en
sion

s
of

clim
ate

ch
an

ge
(h

ear
in

after
cited

as
E

qu
ity

an
d

S
ocial

C
on

sid
eration

s

(1996),pp.88

―89.

（
３９
）

チ
ュ
ニ
ジ
ア
�
リ
ビ
ア
大
陸
棚
事
件
、IC

J
.rep

.1982,p.60,para.71.

（
４０
）

漁
業
管
轄
権
事
件
（
本
案
）、IC

J
.rep

.1974,pp.33,para.78.

リ
ビ
ア
�
マ
ル
タ
大
陸
棚
境
界
画
定
事
件
、IC

J
rep

.1985,

論 説
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para.45

―47.

（
４１
）

大
陸
棚
境
界
画
定
へ
の
衡
平
原
則
の
適
用
に
お
い
て
、
裁
判
所
は
国
家
の
経
済
的
能
力
の
考
慮
の
要
請
に
は
消
極
的
態
度
を
と
っ
て
い

る
。
ヤ
ン
・
マ
イ
エ
ン
事
件
、IC

J
rep

.1993,p.38,para.80.
（
４２
）

C
u

llet,1999,p.557.

同
様
に
、
合
意
に
よ
り
一
般
原
則
を
排
除
で
き
る
と
の
指
摘
に
つ
い
て
は
、E

qu
ity

an
d

S
ocial

C
on

sid
eration

s,p.88.

（
４３
）

オ
ー
デ
ル
川
事
件
に
お
い
て
、
常
設
司
法
裁
判
所
は
国
際
河
川
の
航
行
に
お
け
る
全
て
の
沿
河
国
の
権
利
の
平
等
性
に
基
づ
き
、「
利
益

共
同
体
」
と
い
う
概
念
を
提
示
し
た
。
水
利
権
の
平
等
性
と
い
う
考
え
方
は
ラ
ヌ
ー
湖
事
件
仲
裁
裁
判
判
決
に
も
反
映
さ
れ
て
い
る
。
衡
平

利
用
原
則
の
法
的
地
位
に
つ
い
て
は
、B

irn
ie

&
B

oyle,op
cit.,pp.302

―303.

ま
た
、
一
九
七
八
年
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｐ
共
有
天
然
資
源
行
動
原

則
は
そ
の
他
の
共
有
天
然
資
源
へ
の
衡
平
利
用
原
則
の
適
用
を
確
認
し
、
国
連
総
会
は
二
国
間
又
は
多
数
国
間
条
約
の
定
立
に
お
い
て
本
原

則
を
指
針
と
す
る
よ
う
要
請
し
た
。U

N
D

oc.A
/R

E
S

/34
/186,18

D
ecem

ber
1979,para.3.

但
し
、
共
有
天
然
資
源
の
範
囲
に
関

す
る
合
意
が
成
立
せ
ず
、
国
連
総
会
に
お
け
る
本
原
則
の
採
択
は
見
送
ら
れ
た
。S

ch
rijver,op

cit.,p.133.

（
４４
）

一
九
六
六
年
国
際
河
川
水
利
用
ヘ
ル
シ
ン
キ
規
則
第
五
条
二
項
�
、
一
九
九
七
年
国
連
国
際
水
路
の
非
航
行
的
利
用
に
関
す
る
条
約
第

六
条
一
項
�
。

（
４５
）

B
ierem

an
n

,op
cit.,p.428.

（
４６
）

国
際
河
川
の
非
航
行
的
利
用
に
お
け
る
衡
平
な
利
益
衡
量
の
適
用
範
囲
に
つ
い
て
は
、B

irn
ie

&
B

oyle,op
cit.,pp.307

―310.

（
４７
）

Ｎ
Ｉ
Ｅ
Ｏ
と
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
の
連
続
性
に
言
及
す
る
も
の
と
し
て
、S

n
iw

l
V

earow
M

agraw
,L

egal
T

reatm
en

t
of

D
evelopin

g

C
ou

n
tries

:
D

ifferen
tial,C

on
textu

al,an
d

A
bsolu

te
N

orm
s,C

olorad
o

J
ou

rn
alof

In
tern

ation
al

E
n

viron
m

en
tal

L
aw

&

P
olicy,V

ol.1
(1990),pp.77

―79
;

A
lan

B
oyle,C

om
m

en
t,in

W
.L

an
g

ed.,S
u

stain
able

D
velopm

en
t

an
d

In
tern

ation
al

L
aw

(1995),pp.137

―138
;

C
u

llet,1999,pp.564

―567,570
;

M
atsu

i,op
cit.,pp.74

―76.

（
４８
）

「
共
通
利
益
」
の
レ
ト
リ
ッ
ク
を
反
映
す
る
も
の
と
し
て
、
ア
ジ
ェ
ン
ダ
２１
第
三
七
章
四
項
、
第
三
三
章
三
、
一
〇
項
。

（
４９
）

C
u

llet,1999,pp.559

―561
;

C
u

llet,2003,p.173.

（
５０
）

争
わ
れ
る
概
念
に
つ
い
て
は
、M

ich
aelJacobs,S

u
stain

able
D

evelopm
en

t
as

a
C

on
tested

C
on

cept,in
A

n
drew

D
obson

ed.,su
pra

(n
)27,pp.21

―38.

「共通であるが差異ある責任（ＣＢＤＲ）」原則
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（
５１
）

M
atu

si,op
cit.,p.95.

国
際
慣
習
法
化
と
は
慎
重
に
区
別
し
つ
つ
、
原
則
の
基
底
的
な
価
値
を
評
価
す
る
も
の
と
し
て
、C

u
llet,

1999,pp.578

―579
;

C
u

llet,2003,88

―89
;

R
ajam

an
i,op

cit.,p.124.
（
５２
）

生
物
多
様
性
条
約
第
六
、
七
、
八
条
、
世
界
遺
産
条
約
第
四
、
五
条
、
ボ
ン
条
約
第
二
条
、
オ
ゾ
ン
層
保
護
条
約
第
二
条
二
項
、
国
連

海
洋
法
条
約
第
一
九
四
条
等
。

（
５３
）

M
agrow

,op
cit.,pp.74

―75.

他
方
、
こ
の
性
質
は
条
約
の
一
体
性
の
確
保
に
お
い
て
は
阻
害
要
因
と
な
る
が
、
締
約
国
会
議
（
会

合
）
の
決
定
に
よ
り
有
権
的
な
条
文
解
釈
又
は
実
施
指
針
が
採
択
さ
れ
、
当
初
は
曖
昧
で
あ
っ
た
義
務
の
内
容
が
漸
進
的
に
具
体
化
さ
れ
れ

ば
国
家
の
裁
量
の
幅
は
実
質
的
に
は
縮
減
す
る
。
さ
ら
に
、
動
態
的
な
法
定
立
や
、
制
度
的
な
履
行
確
保
が
可
能
と
な
れ
ば
、
個
別
事
情
を

考
慮
し
つ
つ
、
条
約
の
実
効
性
が
確
保
で
き
る
。
し
た
が
っ
て
、
か
か
る
義
務
は
「
責
任
の
差
異
化
」
の
当
然
の
帰
結
で
は
な
く
、
条
約
の

制
度
化
と
相
関
関
係
に
あ
る
点
は
留
意
さ
れ
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。

（
５４
）

モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
議
定
書
は
第
五
条
一
項
の
適
用
を
受
け
る
途
上
国
に
、
各
規
制
物
質
の
削
減
措
置
の
開
始
に
つ
き
、
十
年
間
の
移
行

期
間
を
認
め
て
い
る
。
こ
の
間
、
議
定
書
は
途
上
国
の
「
基
礎
的
な
国
内
需
要
を
満
た
す
た
め
」、
先
進
国
に
一
定
の
生
産
を
例
外
的
に
許

容
し
、
抜
け
穴
の
阻
止
を
図
っ
て
い
た
が
、
基
金
か
ら
資
金
供
与
を
受
け
つ
つ
、
規
制
物
質
の
生
産
量
を
増
大
さ
せ
て
い
た
途
上
国
の
存
在

が
問
題
と
な
っ
た
。U

N
E

P
/O

zL
.P

ro.W
G

.1
/11

/C
R

P
.9,8

―12
M

ay,1995,para.1

―3.

こ
の
よ
う
な
移
行
期
間
の
潜
在
的
リ
ス

ク
を
指
摘
す
る
も
の
と
し
て
、E

lizabeth
R

.D
eS

om
bre

an
d

Joan
n

e
K

au
ffm

an
,T

h
e

M
on

trealP
rotocolM

u
ltilateralF

u
n

d
:

P
artial

S
u

ccess
S

tory,in
R

obert
O

.K
eoh

an
e

an
d

M
arc

A
.

L
evy

eds.,
In

stitu
tion

s
for

E
n

viron
m

en
tal

A
id

,
1996,

pp.

121

―122.

（
５５
）

Ｅ
Ｃ
Ｅ
長
距
離
越
境
大
気
汚
染
条
約
各
議
定
書
、
気
候
変
動
枠
組
条
約
、
京
都
議
定
書
等
が
あ
る
。

（
５６
）

C
u

llet,2003,p.173.

（
５７
）

例
え
ば
、
歴
史
的
貢
献
及
び
経
済
的
ニ
ー
ズ
を
重
視
す
れ
ば
、
過
去
の
不
正
が
矯
正
さ
れ
又
は
経
済
的
格
差
が
是
正
さ
れ
な
い
限
り
、

差
異
化
は
正
当
化
さ
れ
る
と
の
主
張
も
可
能
と
な
る
。
他
方
、
差
異
化
が
対
応
能
力
に
基
づ
く
区
別
で
あ
る
な
ら
ば
、
対
応
能
力
の
偏
差
及

び
変
化
に
合
わ
せ
て
差
異
化
の
程
度
も
変
化
さ
せ
る
の
が
合
理
的
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
両
者
は
必
ず
し
も
相
互
排
他
的
で
は
な
い
。
責
任

の
差
異
化
と
条
約
目
的
と
の
両
立
可
能
性
を
考
慮
す
れ
ば
、
実
体
的
義
務
の
差
異
化
は
固
定
的
に
捉
え
ら
れ
る
べ
き
で
は
な
く
、
対
応
能
力

の
尺
度
の
明
確
化
及
び
能
力
の
補
完
に
必
要
な
援
助
の
供
与
に
よ
り
、
漸
進
的
に
解
消
さ
れ
る
べ
き
プ
ロ
セ
ス
と
な
る
。
但
し
、
尺
度
の
評
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価
及
び
援
助
の
範
囲
の
決
定
に
お
い
て
、
Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｒ
の
核
心
に
あ
る
衡
平
性
へ
の
配
慮
は
十
分
に
反
映
さ
れ
る
必
要
が
あ
り
、
歴
史
的
貢
献

及
び
経
済
的
ニ
ー
ズ
の
論
拠
を
基
礎
づ
け
る
不
公
正
の
是
正
と
い
う
正
義
の
要
請
は
、
目
的
合
理
性
と
は
独
立
に
考
慮
さ
れ
る
べ
き
指
針
と

な
る
。see

Joeeta
G

u
pta,A

F
u

tu
re

C
lim

ate
C

h
an

ge
R

egim
e

an
d

th
e

R
ole

ofL
aw

an
d

L
ayers,In

tern
ation

alW
orksh

op,

A
F

u
tu

re
C

lim
ate

C
h

an
ge

R
egim

e
an

d
L

egalP
rin

ciples,2005,pp.9

―10.(m
an

u
script,on

file)

（
５８
）

履
行
援
助
と
は
、
国
家
が
条
約
義
務
又
は
国
際
基
準
に
従
っ
た
国
内
法
政
策
を
実
施
す
る
た
め
、
条
約
機
関
又
は
国
際
機
構
が
財
政
的
、

技
術
的
援
助
を
与
え
る
こ
と
を
い
う
。
か
か
る
援
助
は
第
一
に
、
履
行
費
用
の
負
担
の
配
分
を
目
的
と
し
て
行
わ
れ
る
。
履
行
費
用
に
は
民

間
の
設
備
投
資
費
用
も
含
め
ら
れ
、
供
与
対
象
は
公
的
部
門
に
限
ら
れ
な
い
。
第
二
に
、
履
行
援
助
は
国
家
が
国
際
義
務
を
実
施
す
る
た
め
、

国
内
法
及
び
行
政
機
構
を
整
備
し
て
そ
の
継
続
的
運
用
を
図
る
た
め
の
内
発
的
技
術
と
専
門
的
知
見
を
高
め
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
行
わ
れ

る
。
従
っ
て
、
こ
れ
は
能
力
開
発
の
一
環
と
し
て
行
わ
れ
る
が
、
能
力
開
発
が
途
上
国
の
政
策
立
案
、
実
施
能
力
全
般
の
向
上
を
目
指
し
、

長
期
的
な
国
際
協
力
を
要
す
る
プ
ロ
セ
ス
で
あ
る
の
に
対
し
、
履
行
援
助
の
目
的
は
よ
り
限
定
的
で
あ
る
。
尚
、
実
施
に
お
け
る
責
任
の
差

異
化
に
は
Ｃ
Ｄ
Ｍ
、
共
同
実
施
も
含
ま
れ
る
が
、
本
稿
で
は
扱
わ
な
い
。S

ee
P

h
ilippe

C
u

llet,su
pra

(n
),29,pp.168

―179.

（
５９
）

同
様
に
、
Ｗ
Ｈ
Ｏ
、
Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
、
Ｉ
Ｍ
Ｏ
、
Ｆ
Ａ
Ｏ
も
自
ら
設
定
し
た
国
際
基
準
を
国
家
が
実
施
す
る
能
力
を
高
め
る
た
め
に
、
各
種

の
技
術
援
助
を
行
っ
て
い
る
。P

eter
H

.S
an

d,In
stitu

tion
-B

u
ildin

g
to

A
ssist

C
om

plian
ce

w
ith

In
tern

ation
al

E
n

viron
-

m
en

tal
L

aw
:

P
erspectives,Z

aöR
V

,V
ol.56

/3,p.781
;

Ｉ
Ｌ
Ｏ
に
よ
る
途
上
国
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
及
び
専
門
ス
タ
ッ
フ

の
派
遣
に
つ
い
て
は
、V

irgin
ia

A
.L

eary,W
orkin

g
E

n
viron

m
en

t,P
eter

H
.S

an
d

ed.,T
h

e
E

ffectiven
ess

of
In

tern
ation

al

E
n

viron
m

en
talA

greem
en

ts
(1992),pp.364

―366,369

―373.382

―383.

（
６０
）

こ
れ
ら
は
第
一
義
的
に
は
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｐ
の
一
般
予
算
か
ら
締
約
国
の
任
意
的
拠
出
金
へ
と
財
源
を
転
換
し
、
締
約
国
の
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ

を
高
め
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
が
、
途
上
国
の
条
約
交
渉
及
び
締
約
国
会
議
へ
の
参
加
費
用
の
財
源
と
し
て
も
用
い
ら
れ
る
た
め
、
広
義
の

履
行
援
助
に
含
め
る
こ
と
が
で
き
る
。P

eter
H

.S
an

d,T
ru

st
for

th
e

E
arth

:
N

ew
In

tern
ation

al
F

in
an

cial
M

ech
an

ism
s

for

S
u

stain
able

D
evelopm

en
t,in

W
.L

an
g

ed.,op
cit.,pp.167

―184.

（
６１
）

一
九
七
二
年
世
界
遺
産
条
約
は
前
文
第
七
文
、
第
六
条
一
項
、
第
七
条
、
第
一
五
条
。
遺
産
基
金
は
多
数
国
間
基
金
の
モ
デ
ル
と
さ
れ
、

ラ
ム
サ
ー
ル
条
約
の
小
規
模
基
金
の
設
立
に
お
い
て
も
参
照
さ
れ
て
い
る
。
尚
、
ラ
ム
サ
ー
ル
条
約
は
条
文
上
、
技
術
援
助
及
び
資
金
供
与

を
予
定
し
て
い
な
い
が
、
途
上
国
に
お
け
る
湿
地
保
全
の
必
要
性
に
留
意
し
て
、
一
九
九
〇
年
、
湿
地
保
全
基
金
の
設
立
を
決
定
し
た

「共通であるが差異ある責任（ＣＢＤＲ）」原則
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(R
esolu

tion
4.3)

。
一
九
九
六
年
、
基
金
は
「
湿
地
保
全
及
び
適
正
な
利
用
の
た
め
の
ラ
ム
サ
ー
ル
小
規
模
贈
与
基
金
」(R

am
sar

S
m

allG
ran

ts
F

u
n

d
for

W
etlan

d
C

on
servation

an
d

W
ise

U
se

:
R

am
sar

S
G

F
)

と
改
称
さ
れ
た(R

esolu
tion

V
I.6)

。

（
６２
）

生
物
多
様
性
条
約
第
一
二
条
、
一
八
条
、
二
〇
条
二
項
、
二
一
条
一
項
。
気
候
変
動
枠
組
条
約
第
四
条
五
項
、
五
条
、
一
一
条
一
項
。

砂
漠
化
対
処
条
約
第
四
条
二
項
�
、
六
条
�
、
一
八
条
一
項
、
一
九
条
、
二
〇
条
二
項
、
二
一
条
。

（
６３
）

ア
ジ
ェ
ン
ダ
２１
第
三
三
章
一
〇
項
、
第
三
四
章
四
項
。

（
６４
）

国
連
総
会
は
リ
オ
会
議
で
こ
の
点
を
明
ら
か
に
す
る
よ
う
要
請
し
た
が
、
ア
ジ
ェ
ン
ダ
２１
は
「
適
切
か
つ
予
測
可
能
な
」
と
い
う
新
た

な
条
件
を
付
加
す
る
に
留
ま
っ
て
い
る
（
第
三
三
章
第
一
一
項
�
）。S

ee
G

A
.R

es.44
/228.

（
６５
）

「
必
要
か
つ
利
用
可
能
な
資
金
額
」
を
「
予
測
し
及
び
特
定
し
得
る
よ
う
な
方
法
」
で
決
定
す
る
（
気
候
変
動
枠
組
条
約
第
一
一
条
三

項
�
、
P
O
Ps
条
約
第
一
三
条
七
項
�
）、「
十
分
な
、
適
時
の
、
か
つ
、
予
測
可
能
な
資
金
」
の
調
達
（
砂
漠
化
対
処
条
約
第
二
〇
条
二
項

�
）
が
あ
る
。

（
６６
）

気
候
変
動
枠
組
条
約
第
一
一
条
四
項
、
第
二
一
条
。
生
物
多
様
性
条
約
第
二
一
条
一
項
、
第
三
九
条
。

（
６７
）

Ｇ
Ｅ
Ｆ
は
一
九
九
四
年
、
ア
ジ
ェ
ン
ダ
２１
の
勧
告
に
従
っ
て
、
融
資
対
象
の
拡
大
、
執
行
委
員
会
に
お
け
る
衡
平
な
代
表
性
の
確
保
、

Ｃ
Ｏ
Ｐ
と
の
関
係
の
明
確
化
等
の
改
革
を
行
っ
た
。
気
候
変
動
枠
組
条
約
政
府
間
交
渉
委
員
会
は
か
か
る
改
革
が
条
約
第
一
一
条
の
要
件
を

満
た
し
て
い
る
か
を
国
連
法
務
部
に
諮
問
し
、
そ
の
勧
告
に
従
っ
て
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ
は
Ｇ
Ｅ
Ｆ
を
恒
久
的
な
資
金
供
与
制
度
と
し
て
承
認
し
た
。

M
em

oran
du

m
of

23
A

u
gu

st
1994

to
th

e
E

xecu
tive

S
ecretary

from
M

r.
H

an
s

C
orell,

U
n

der-S
ecretary-G

en
eral

for

L
egal

A
ffairs,

T
h

e
L

egal
C

ou
n

sel,
in

A
/

A
C

.
237

/
74,

23
A

u
gu

st
1994,

A
n

n
ex,

paras.
7

―11
;

D
ecision

12
/

C
P

.
2,

F
C

C
C

/C
P

/1996
/15

/A
dd.1

,29
/10

/1996.
生
物
多
様
性
条
約
に
お
い
て
は
締
約
国
の
合
意
が
成
立
せ
ず
、
暫
定
的
制
度
と
し
て

の
取
極
が
継
続
さ
れ
て
い
る
。

（
６８
）

P
eter

H
.S

an
d,T

h
e

P
oten

tialIm
pact

ofth
e

G
lobalE

n
viron

m
en

talF
acility

ofth
e

W
orld

B
an

k,U
N

D
P

an
d

U
N

E
P

,

in
R

.W
olfru

m
ed.,op

cit.,p.493.see

ア
ジ
ェ
ン
ダ
２１
第
三
九
章
第
一
項
（
Ｃ
）。

（
６９
）

C
u

llet

とB
ierm

an
n

は
肯
定
的
に
評
価
し
、
援
助
は
慈
善
で
は
な
く
法
的
義
務
で
あ
り
、
途
上
国
に
は
援
助
の
受
益
権
が
認
め
ら
れ

る
と
指
摘
す
る
。C

u
llet,1999,p.576

;
B

ierem
an

,op
cit.,462.

一
方
、S

an
ds

は
こ
れ
を
独
立
し
た
権
利
と
は
認
め
ず
、
効
果
的

な
援
助
が
得
ら
れ
な
い
と
き
、
途
上
国
は
履
行
拒
絶
の
理
由
と
し
て
援
用
可
能
で
あ
る
が
、
条
約
を
遵
守
す
べ
き
法
的
義
務
は
消
滅
し
な
い

論 説
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と
指
摘
し
て
い
る
。S

an
ds,op

cit.,p.377.

（
７０
）

片
務
的
な
停
止
条
件
つ
き
の
義
務
は
規
範
の
相
対
化
で
あ
る
と
の
指
摘
で
あ
る
。A

.B
oyle,op.cit.,pp.139

―140.

し
か
し
、
個
別

事
情
を
考
慮
し
て
、
適
用
に
幅
を
持
た
せ
る
実
行
は
従
来
か
ら
認
め
ら
れ
、
国
際
法
は
必
ず
し
も
義
務
の
一
律
的
適
用
を
求
め
て
い
る
わ
け

で
は
な
い
。
問
題
は
義
務
の
履
行
が
常
に
援
助
を
条
件
と
す
る
場
合
、
履
行
に
お
け
る
個
別
事
情
の
配
慮
が
「
原
則
」
と
し
て
許
容
さ
れ
、

規
範
の
脆
弱
化
と
捉
え
ら
れ
る
か
と
い
う
点
に
あ
る
。

（
７１
）

Joh
n

ston
,op

cit.,p.274.

（
７２
）

多
数
国
間
基
金
の
成
立
に
至
る
交
渉
過
程
に
つ
い
て
は
、R

ich
ard

E
lliot

B
en

edick,O
zon

e
D

iplom
acy-N

ew
D

irection
s

in

S
afegu

ard
in

g
th

e
P

lan
et,1991

pp.183

―188.;
E

lizabeth
R

.D
eS

om
bre

an
d

Joan
n

e
K

au
ddm

an
,op

cit.,pp.96

―101
;

O
.

Y
osh

ida,T
h

e
In

tern
ation

al
L

egal
R

egim
es

for
th

e
P

rotection
of

th
e

S
tratosph

eric
O

zon
e

L
ayer

:
In

tern
ation

al
L

aw
,

In
tern

ation
alR

egim
es

an
d

S
u

stain
able

D
evelopm

en
t,2001,pp.242

―248.

（
７３
）

基
金
の
活
動
実
績
及
び
制
度
の
実
効
性
は
ほ
ぼ
肯
定
的
に
評
価
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、C

on
sideration

of
issu

es
related

to
th

e

M
u

ltilateral
F

u
n

d
for

th
e

Im
plem

en
tation

of
th

e
M

on
treal

P
rotocol

:
evalu

ation
an

d
review

of
th

e
fin

an
cial

m
ech

an
ism

ofth
e

M
on

trealP
rotocol(decision

X
V

/47),U
N

E
P

/O
zL

.P
ro.16

/11,5
O

ctober
2004.

（
７４
）

基
金
の
任
務
は
贈
与
又
は
緩
和
さ
れ
た
条
件
に
よ
り
、
合
意
さ
れ
た
増
加
費
用
を
購
う
こ
と
、
及
び
事
務
的
役
務
に
要
す
る
費
用
及
び

関
連
経
費
を
購
う
こ
と
で
あ
る
（
第
一
〇
条
六
項
）。
基
金
は
国
連
の
分
担
率
を
基
礎
と
し
て
、
先
進
国
の
拠
出
に
よ
り
、
購
わ
れ
る
（
第

一
〇
条
六
項
）。

（
７５
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
申
請
額
が
五
〇
万
米
ド
ル
に
満
た
な
い
場
合
は
、
実
施
機
関
の
承
認
で
支
出
さ
れ
る
が
、
関
係
者
間
で
意
見
の
不
一
致

が
あ
る
場
合
に
は
、
執
行
委
員
会
が
評
価
す
る(IV

/18,A
n

n
ex

X
)

。

（
７６
）

第
一
〇
条
第
一
項
。In

dicative
L

ist
ofC

ategories
on

In
crem

en
talC

osts,A
ppen

dix
I,U

N
E

P
/O

zl.P
ro.2

/3
;

第
四
回

会
合
で
は
無
修
正
で
、
再
採
択
さ
れ
た
。A

n
n

ex
V

III,U
N

E
P

/O
zl.P

ro.4
/15.

（
７７
）

S
tu

dy
on

th
e

F
in

an
cialM

ech
an

ism
ofth

e
M

on
trealP

rotocol,M
arch

1995
(h

ere
in

after
cited

as
1995

stu
d

y),pp.

49,59.

執
行
委
員
会
は
審
議
に
お
い
て
、
受
益
主
体
の
範
囲
、
時
間
的
範
囲
、
事
項
的
範
囲
を
明
ら
か
に
し
て
き
た
。
例
え
ば
、
多
国
籍
企

業
が
所
有
す
る
場
合(U

N
E

P
/O

zL
.P

ro
/E

xC
om

/7
/30,para.88)

、
所
有
権
移
転
の
場
合(U

N
E

P
/O

zL
.P

ro
/E

xC
om

/19
/
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64,D
ecision

19
/38,para.69)

、
先
進
国
に
生
産
量
の
一
部
を
輸
出
す
る
企
業
の
場
合(U

N
E

P
/O

zL
.P

ro
/E

xC
om

/15
/45,

paras.146

―147.)

に
適
用
さ
れ
る
基
準
等
。
ま
た
、
一
九
九
五
年
七
月
二
五
日
以
前
に
搭
載
さ
れ
た
生
産
施
設
の
み
対
象
と
な
る(U

N
E

P

/O
zl.P

ro
/E

xC
om

/7
/30,para.79)

こ
れ
は
議
定
書
批
准
後
も
生
産
工
場
を
建
設
し
、
先
進
国
に
規
制
物
質
を
輸
出
し
た
イ
ン
ド
へ
の

対
応
と
の
指
摘
が
あ
る
。Y

osh
ida,op.cit.,p.265.

尚
、
租
税
、
関
税
、
補
助
金
は
除
外
さ
れ(U

N
E

P
/O

zL
.P

ro
/E

xC
om

/10
/40,

para.171
A

)

、
損
益
は
含
ま
な
い(U

N
E

P
/O

zL
.P

ro
/E

xC
om

/13
/47,para.75)

。

（
７８
）

U
N

E
P

/O
zL

.P
ro.6

/7,paras.24,41,51

―56
;1995

S
tu

d
y,

pp.56

―57.

（
７９
）

Ibid.,pp.59
―60.

（
８０
）

例
え
ば
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
承
認
後
に
技
術
革
新
が
あ
っ
た
場
合
、
新
た
な
技
術
に
変
更
で
き
る
か
と
い
う
問
題
は
、
当
初
は
不
可
避
的

で
な
い
限
り
、
認
め
ら
れ
な
い
と
厳
格
に
判
断
さ
れ
た
が
、
後
に
、
委
員
会
は
締
約
国
会
合
の
再
考
の
要
請
を
受
け
て
、
あ
る
程
度
の
柔
軟

性
を
認
め
る
こ
と
を
決
定
し
た(V

II
/6

;
D

ecision
21

/7)

。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
の
結
果
、
受
益
主
体
に
利
益
又
は
利
得
が
見
込
ま
れ
る

場
合
に
も
、
費
用
の
「
増
加
性
」
を
認
め
て
承
認
す
べ
き
か
と
い
う
問
題
は
、「
表
」
で
は
ケ
ー
ス
バ
イ
ケ
ー
ス
で
判
断
す
べ
き
こ
と
と
さ

れ
て
い
た
が
、
後
に
、
委
員
会
は
純
利
益
を
生
ず
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
は
贈
与
で
な
く
、
緩
和
さ
れ
た
融
資
に
よ
る
と
決
定
し
、
資

格
を
喪
失
し
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
は
別
途
、
基
金
外
の
補
完
的
融
資
に
よ
る
補
充
を
奨
励
し
た
。
も
っ
と
も
、
こ
の
点
に
つ
き
、
実
施
機
関

と
執
行
委
員
会
の
認
識
は
異
な
り
、
実
施
は
困
難
で
あ
る
と
の
指
摘
も
あ
る
。1995

S
tu

d
y,p.62.

（
８１
）

こ
の
た
め
、
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｐ
に
よ
る
途
上
国
の
遵
守
能
力
改
善
計
画(C

A
P

)

が
承
認
さ
れ
た
。U

N
E

P
/O

zL
.P

ro
/E

xC
om

/35
/67,

D
ecision

35
/36,para.69,A

n
n

ex
V

I.

（
８２
）

1995
S

tu
d

y,pp.114

―115.

（
８３
）

当
初
、
実
施
評
価
は
各
実
施
機
関
が
内
部
手
続
に
従
っ
て
技
術
的
評
価
を
実
施
し
、
事
務
局
が
と
り
ま
と
め
て
い
た
。U

N
E

P
/O

zL
.

P
ro

/E
xC

om
/7

/30
A

n
n

ex
III,para.4.

従
来
の
評
価
手
続
の
問
題
を
指
摘
す
る
も
の
と
し
て
、E

lizabeth
R

.D
eS

om
bre

an
d

Joan
n

e
K

au
ddm

an
,op.cit.,p.123

;1995
S

tu
d

y,p.59.

（
８４
）

遅
延
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
当
事
者
の
合
意
又
は
執
行
委
員
会
の
決
定
に
よ
り
取
消
す
こ
と
が
で
き
る
。U

N
E

P
/O

zL
.P

ro
/E

xC
om

/

27
/48,D

ecision
27

/9,para.29
;

ま
た
、
実
施
遅
延
が
予
め
予
測
さ
れ
る
と
き
、
関
係
者
が
実
施
の
障
害
を
除
去
し
、
迅
速
な
実
施
を

確
約
す
る
ま
で
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
申
請
を
行
え
な
い
。U

N
E

P
/O

zL
.P

ro
/E

xC
om

/24
/47,D

ecision
24

/49,para.77.
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（
８５
）

F
ram

ew
ork

on
th

e
objective,priorities,problem

s
an

d
m

odalities
for

strategic
plan

n
in

g
of

th
e

M
u

ltilateralF
u

n
d

in
th

e
com

plian
ce

period,
U

N
E

P
/

O
zL

.
P

ro
/

E
xC

om
/

33
/

32,
D

ecision
33

/
54,

paras.
82

―87
;U

N
E

P
/

O
zL

.
P

ro
/

E
xC

om
/35

/67,D
ecision

35
/56,A

n
n

ex
X

V
I.

（
８６
）

B
en

edick,op.cit.,p.187.

（
８７
）

先
進
国
が
実
質
的
か
つ
継
続
的
負
担
を
回
避
す
る
傾
向
に
つ
い
て
は
、R

obert
O

.K
eoh

an
e,‘A

n
alyzin

g
th

e
E

ffectiven
ess

of

In
tern

ation
alE

n
viron

m
en

talIn
stitu

tion
s’,in

R
obert

O
.K

eoh
an

e
an

d
M

arc
A

.L
evy

eds.,op.cit.,p.13.

（
８８
）

実
際
、
現
在
の
不
遵
守
国
の
大
半
は
低
消
費
国
で
あ
る
。
執
行
委
員
会
の
審
議
に
お
い
て
も
低
消
費
国
の
ニ
ー
ズ
の
検
討
が
議
題
と
さ

れ
、
対
応
の
必
要
性
は
認
識
さ
れ
て
い
る
。

（
８９
）

N
ew

D
elh

iD
eclaration

,3.1
;

C
u

llet,2003,pp.132

―133
;

モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
議
定
書
の
実
施
評
価
過
程
へ
の
関
連
業
界
の
積

極
的
関
与
に
つ
い
て
は
、O

w
en

G
reen

e,T
h

e
S

ystem
for

Im
plem

en
tation

R
eview

in
th

e
O

zon
e

R
egim

e,in
D

avid
G

.

V
ictor,

K
al

R
au

stiala
,

an
d

E
u

gen
e

B
.

S
lokn

ikoff
eds.,

T
h

e
Im

plem
en

tation
an

d
E

ffectiven
ess

of
In

tern
ation

al

E
n

viron
m

en
talC

om
m

itm
en

ts
:

T
h

eory
an

d
P

ractice
(1998),pp.89

―136.
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